
資料６－１

基本的施策：　(1)　地域における子育て支援

２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

①　地域における子育て支援サービスの推進
ア　居宅における子どもの養育支援

ⓐファミリー・サポー
ト・センター事業

育児や家事の援助を依頼する依頼会
員、援助を行う提供会員及びどちらも
可能な両方会員で組織されるファミ
リー・サポート・センターにアドバイ
ザー及びサブリーダーを配置し、会員
の募集及び相互援助活動を実施し
た。
会員数　 ：3,294人
活動回数：4,480回

11,962

　育児や家事の援助を依頼する依頼
会員、援助を行う提供会員及びどちら
も可能な両方会員で組織されるファミ
リー・サポート・センターにアドバイ
ザー及びサブリーダーを配置し、会員
の募集及び相互援助活動を実施す
る。
会員数　 ：3,500人
活動回数：5,000回

12,358
子育て支援推
進課

ⓑ新生児・妊産婦訪
問指導事業

(１）開業助産師による訪問指導
妊産婦　実3,486人　延3,781人
新生児　実3,486人　延3,782人
（２）保健所職員による訪問指導
妊産婦　実1,775人　延2,668人
未熟児　実385人　延723人
新生児　実312人　延403人
乳幼児　実1,730人　延2,418人

15,627
(事業全体額）

(１）同左
妊産婦　延4,078人
新生児　4,078人
（２）同左
妊産婦　2,500人
未熟児　  700人
新生児　  300人
乳幼児　2,300人

17,516
（事業全体額）

母子保健課

ⓒこんにちは赤ちゃ
ん事業

　生後４か月までの乳児のいる家庭を
訪問し、育児相談や子育て情報の提
供を行った。（新生児・妊産婦訪問指
導事業で訪問した世帯を除く）
・訪問件数　1,442件

6,199
（事業全体額）

　生後４か月までの乳児のいる家庭を
訪問し、育児相談や子育て情報の提
供を行う。（新生児・妊産婦訪問指導
事業で訪問した世帯を除く）
・訪問件数　1,900件

6,201
（事業全体額）

母子保健課

ⓓ育児支援家庭訪問
事業

　子育てに対し、不安やストレスを抱え
ている家庭に訪問支援員である助産
師が訪問し、育児相談などの専門的
支援や簡易な家事等の援助支援を実
施。
・訪問実家庭数　　387件
・延べ訪問件数　1,047件

4,264

　子育てに対し、不安やストレスを抱え
ている家庭に訪問支援員である助産
師が訪問し、育児相談などの専門的
支援や簡易な家事等の援助支援を行
う。
・延べ訪問回数　1,500回

6,078 こども福祉課

イ　施設における子どもの養育支援

ⓐ（拡）放課後児童健
全育成事業

　放課後児童の健全育成の向上を図
るため、90か所の児童クラブの運営を
実施した。
１　清水、田上、広木、星峯西小校区
に第二の児童クラブを開設。
２　障害児を1人以上受入れているクラ
ブに委託料を加算した。

535,876

　放課後児童の健全育成の向上を図
るため、97か所の児童クラブの運営を
実施。
１　平川小校区に新規、吉野、吉野
東、向陽、春山、福平小校区に第二、
中山小校区に第四の児童クラブを開
設。
２　障害児を1人以上受入れているクラ
ブに委託料を加算。

584,347
子育て支援推
進課
谷山福祉課

ⓑ社会福祉法人等設
置の児童クラブへの
補助

１　児童クラブ未設置校区等におい
て、放課後児童健全育成事業を実施
する社会福祉法人等に対し、運営費
の一部助成を行う。
補助対象経費：指導員人件費及び施
設賠償責任保険料
補助率：1／2
法人等数：8法人
２　本市が運営委員会等に委託して実
施する児童クラブの保護者負担金の
減免制度と同様の補助加算制度によ
り、法人等が保護者から減額した保護
者負担金分を本市が法人等に補助金
として交付する。
（加算人数・加算額）
120人　　　3,041,500円

16,015

１　児童クラブ未設置校区等におい
て、放課後児童健全育成事業を実施
する社会福祉法人等に対し、運営費
の一部助成を行う。
補助対象経費：指導員人件費及び施
設賠償責任保険料
補助率：1／2
法人等数：9法人
２　本市が運営委員会等に委託して実
施する児童クラブの保護者負担金の
減免と障害児受入に対する同様の補
助加算制度により、法人等が保護者
から減額した保護者負担金分と障害
児受入補助加算分を本市が法人等に
補助金として交付する。
（加算人数・加算額）
保護者負担金減免分　135人　3,853,500円

障害児受入加算分　5法人　2,373,000円

20,918
子育て支援推
進課

ⓒ子育て短期支援事
業

　児童の保護者が疾病や育児疲れ、
仕事などにより児童の養育が一時的
に困難となった場合及び母子が夫の
暴力により緊急一時的に保護を必要
とする場合に、児童福祉施設等におい
て一時的に養育・保護するため、短期
入所生活援助（ショートステイ）事業
と、夜間養護等（トワイライト）事業を実
施した。
○短期入所生活援助(ｼｮｰﾄｽﾃｲ)事業
　延利用日数：888日
○夜間養護等(ﾄﾜｲﾗｲﾄ)事業
　延利用日数：0日

6,096

　児童の保護者が疾病や育児疲れ、
仕事などにより児童の養育が一時的
に困難となった場合及び母子が夫の
暴力により緊急一時的に保護を必要
とする場合に、児童福祉施設等におい
て一時的に養育・保護するため、短期
入所生活援助（ショートステイ）事業
と、夜間養護等（トワイライト）事業を実
施する。
○短期入所生活援助(ｼｮｰﾄｽﾃｲ)事業
　延利用予定日数：744日
○夜間養護等(ﾄﾜｲﾗｲﾄ)事業
　延利用予定日数：76日

5,024
子育て支援推
進課
谷山福祉課

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画

「第二期かごしま市すこやか子ども元気プラン」における主な施策の実施状況及び実施計画

所管課主な施策
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

ⓓ（拡）病児・病後児
保育事業（乳幼児健
康支援一時預かり事
業）

保育所に入所中の児童等が、病気の
回復期等にあるため集団保育ができ
ず、かつ、やむを得ない理由のために
家庭で育児ができない場合に、一時的
に施設で預かり、保育を行った。
　実施施設：7か所
　年間利用延べ人数　6,337人

89,188

保育所に入所中の児童等が、病気の
回復期等にあるため集団保育ができ
ず、かつ、やむを得ない理由のために
家庭で育児ができない場合に、一時的
に施設で預かり、保育を行う。
　実施施設：7か所
　年間利用延べ人数　6,335人

86,390 保育課

ⓔ保育所での特定保
育

　特定保育事業
　保護者のパート就労等により月64時
間以上家庭での保育が困難となる児
童を、週2～3日、又は午前のみ、午後
のみ等の必要な日時について保育す
る保育所に対し、必要な経費の補助を
行った。
　補助対象保育所：33か所

56,220

　特定保育事業
　保護者のパート就労等により月64時
間以上家庭での保育が困難となる児
童を、週2～3日、又は午前のみ、午後
のみ等の必要な日時について保育す
る保育所に対し、必要な経費を補助す
る。
　補助対象保育所：44か所

71,621 保育課

ⓕ保育所での一時預
かり

　一時預かり事業
　専業主婦家庭等において、保護者の
疾病・出産、冠婚葬祭等により、緊急・
一時的に家庭での保育が困難となる
児童を保育所で預かった。
　実施保育所：54か所

40,655

　一時預かり事業
　専業主婦家庭等において、保護者の
疾病・出産、冠婚葬祭等により、緊急・
一時的に家庭での保育が困難となる
児童を保育所で預かる。
　実施保育所：56か所

55,700 保育課

ⓖすこやか子育て交
流館における一時預
かり

　乳幼児を持つ保護者のリフレッシュ
等を図ることを目的に、すこやか子育
て交流館の託児ルームにおいて、乳
幼児の一時預かりを実施した。
利用者数：2,634人

82,722
（事業全体額）

　乳幼児を持つ保護者のリフレッシュ
等を図ることを目的に、すこやか子育
て交流館の託児ルームにおいて、乳
幼児の一時預かりを実施する。

84,238
（事業全体額）

子育て支援推
進課

ⓗ幼稚園での預かり
保育

　市立幼稚園（1園：桜峰）において、臨
時職員を配置し預かり保育を実施す
る。
臨時職員（１名）賃金
 １，０１３千円×１名
○平日　１４：００～１７：００
（時給）９３０円×４時間×２２０日
         ＝８１８，４００円
○長期休業中
８：３０～１７：００
（日給）７２１０円×１５日
         ＝１０８，１５０円

927

　市立幼稚園（1園：桜峰）において、臨
時職員を配置し預かり保育を実施す
る。
臨時職員（１名）賃金
 １，０１３千円×１名
○平日　１４：００～１７：００
（時給）９３０円×４時間×２１４日
         ＝７９６，０８０円
○長期休業中
８：３０～１７：００
（日給）７２１０円×３０日
         ＝２１６，３００円

1,013
教育委員会総
務課

ウ　地域子育て支援拠点における相談対応及び情報の提供

ⓐ（終）すこやか子育
て交流館の整備

子育て支援推
進課

ⓑすこやか子育て交
流館管理運営等事業

　子育て中の親の不安感や負担感を
軽減するとともに、子どもと子育て家庭
や団体等の活動を応援する総合的な
子育て支援の拠点施設として、すこや
か子育て交流館を運営すた。
　親子が気軽に集い、交流する場を提
供するとともに、子育て相談や子ども
の一時預かり、子育て情報の提供や
子育て支援のネットワークづくりを進め
た。
来館者数：150,284人

82,722
（事業全体額）

　子育て中の親の不安感や負担感を
軽減するとともに、子どもと子育て家庭
や団体等の活動を応援する総合的な
子育て支援の拠点施設として、すこや
か子育て交流館を運営する。
　親子が気軽に集い、交流する場を提
供するとともに、子育て相談や子ども
の一時預かり、子育て情報の提供や
子育て支援のネットワークづくりを進め
る。

84,238
（事業全体額）

子育て支援推
進課

ⓒすこやか子育て交
流館における相談の
実施

　すこやか子育て交流館において、定
期的に専門相談や相談会を実施する
とともに、随時、施設利用者や電話等
による相談に応じた。
相談件数：2,098件

82,722
（事業全体額）

　すこやか子育て交流館において、定
期的に専門相談や相談会を実施する
とともに、随時、施設利用者や電話等
による相談に応じる。

84,238
（事業全体額）

子育て支援推
進課

ⓓ親子つどいの広場
運営事業

　子育て中の親とその子どもが気軽に
つどい、相互に交流する場を提供する
ことにより、子育てに係る不安感等の
緩和を図るとともに、地域の子育て支
援機能の充実等を図るため、「親子つ
どいの広場（なかまっち・たにっこり
ん）」を運営した。
※たにっこりんは25年12月24日開館
・来館者数：50,598人（2館合計）
・相談件数：1,122件（2館合計）

41,078

子育て中の親とその子どもが気軽に
つどい、相互に交流する場を提供する
ことにより、子育てに係る不安感等の
緩和を図るとともに、地域の子育て支
援機能の充実等を図るため、「親子つ
どいの広場（なかまっち・たにっこりん・
なかよしの）」を運営する。
※なかよしのは26年7月1日開館

105,676
子育て支援推
進課

ⓔ（拡）親子つどいの
広場整備事業

　親子つどいの広場の整備を行う。
　○南部親子つどいの広場
　　　・建設工事
　　　・供用開始（25年12月24日）
　○北部親子つどいの広場
　　　・建設工事
　　　・供用開始（26年7月１日）

210,274

　親子つどいの広場の整備を行う。
　○北部親子つどいの広場
　　　・建設工事
　　　・供用開始（26年7月1日）
　○西部親子つどいの広場（仮称）
　　　・基本・実施設計
　　　・供用開始予定（28年度）

136,064
子育て支援推
進課

2



２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

ⓕ地域子育て支援セ
ンター事業

　保育所に担当職員を配置し、子育て
親子に対する育児不安等についての
相談指導、親子ふれあいの催し、子育
てサークル等の育成・支援、地域住民
への広報活動を行った。
　実施保育所：11か所

69,100

　保育所に担当職員を配置し、子育て
親子に対する育児不安等についての
相談指導、親子ふれあいの催し、子育
てサークル等の育成・支援、地域住民
への広報活動を行う。
　実施保育所：11か所

69,100
子育て支援推
進課

エ　地域の子どもの養育に関する情報の提供及び助言

ⓐファミリー・サポー
ト・センター事業（再
掲）

(1)－①－ア－ⓐの再掲 同左 (1)－①－ア－ⓐの再掲 同左
子育て支援推
進課

ⓑ育児支援事業（自
主グループ育成と支
援）

　各保健センターや地区公民館・福祉
館等で活動している育児の自主グ
ループの活動を支援した。
・保健センター：　134 回
・地域公民館・福祉館：　26 回

5,581
(事業全体額）

　各保健センターや地区公民館・福祉
館等で活動している育児の自主グ
ループの活動を支援する。
・保健センター：　256 回
・地域公民館・福祉館：　17 回

5,730
（事業全体額）

母子保健課

ⓒ子どもすこやか安
心ねっと事業（ 乳幼
児相談窓口）

　育児相談や保健福祉サービス等の
相談、情報提供を行った。
・相談件数：　1,633 件

20,691
(事業全体額）

　育児相談や保健福祉サービス等の
相談、情報提供を行う。

27,916
（事業全体額）

母子保健課

ⓓ育児支援事業（育
児相談）

　乳幼児の健康相談や母親の育児不
安軽減のための育児相談を各保健セ
ンター・地域公民館・福祉館で実施し
た。
・保健センター：
　　　120回　延人員　5,851人
・地域公民館・福祉館：　7会場
　　　 77回　延人員　3,015人

5,581
(事業全体額）

　乳幼児の健康相談や母親の育児不
安軽減のための育児相談を各保健セ
ンター・地域公民館・福祉館で実施す
る。
・保健センター：
　　　120回　延人員　5,904人
・地域公民館・福祉館：　7会場
　　　74回　延人員　3,161人

5,730
（事業全体額）

母子保健課

ⓔ(終）育児支援事業
（子育て講演会）

24年度の行政評価により廃止
類似のセミナーなどがすこやか子育て
交流館等の子育て支援施設で開催さ
れる機会が増えてきていることから。

― 同左 ― 母子保健課

(a)  保育所
　保育所における地域子育て支援セン
ター事業の中で、子育て世帯等の育
児相談に応じた。

69,100
(事業全体額）

(a)  保育所
　保育所における地域子育て支援セン
ター事業の中で、子育て世帯等の育
児相談に応じる。

69,100
(事業全体額）

子育て支援推
進課

（ｂ）幼稚園
　指導の困難な幼児や障害のある幼
児の教育相談及び子育てに係る相談
員への謝金を補助した。

5,670

（ｂ）幼稚園
　指導の困難な幼児や障害のある幼
児の教育相談及び子育てに係る相談
員への謝金を補助する。

5,760 保育課

(a)  保育所
　地域子育て支援センター事業での保
育サービスに関する情報提供や、園だ
より、掲示板等による情報提供を行っ
た。

69,100
(事業全体額）

(a)  保育所
　地域子育て支援センター事業での保
育サービスに関する情報提供や、園だ
より、掲示板等による情報提供を行
う。

69,100
(事業全体額）

子育て支援推
進課

（ｂ）幼稚園
　育児相談を行う相談員への謝金の
補助を行った。

5,670
（ｂ）幼稚園
　育児相談を行う相談員への謝金の
補助を行う。

5,760 保育課

ⓗ子育てガイド作成
事業

隔年発行のため未発行 －

　主に就学前児童のいる保護者が、安
心して子どもを育てられるように、福
祉、保健、教育関係など本市の子育て
支援に関する施策を掲載した冊子「子
育てガイド」を作成し、配布すること
で、広く市民に情報を提供する。
作成冊数：20,000冊

1,126
子育て支援推
進課

②　保育サービスの推進

ア　要保育児童数に見合った受け入れ体制の確保

ⓐ（拡）保育計画に基
づく待機児童解消策
の推進

　保育所の待機児童を解消するため、
第二次かごしま市保育計画に基づき、
安心こども基金等の補助制度を活用
し、認可保育所の整備を実施した。
（平成25年度予算での対応分）
①増改築…10人（1施設）
②分園・第二保育園…90人（2施設）

299,260

　保育所の待機児童を解消するため、
第二次かごしま市保育計画に基づき、
安心こども基金等の補助制度を活用
し、認可保育所等の整備を促進する。
（平成26年度9月補正での対応を予
定）
　増築・分園及び幼保連携型認定こど
も園の整備…900人定員増予定

1,467 保育課

ⓖ保育所、幼稚園で
の子育てに関する情
報の提供及び助言

ⓕ保育所、幼稚園で
の育児相談
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

ⓑ（拡）保育コーディ
ネーターの配置

　保育を必要としている保護者の相談
に応じ、保育サービスの情報提供を行
い、保護者のニーズと保育サービスを
適切に結びつけ、よりきめ細やかな対
応を行う保育コーディネーターを配置
する。
６月採用、７月配置
子育て支援推進課２人
谷山福祉部福祉課１人

5,583

　保育を必要としている保護者の相談
に応じ、保育サービスの情報提供を行
い、保護者のニーズと保育サービスを
適切に結びつけ、よりきめ細やかな対
応を行う保育コーディネーターを配置
する。
4月2名増
保育課３人
谷山福祉部福祉課２人

11,304 保育課

イ　多様な保育サービスの展開

ⓐ保育所での乳児保
育

全ての保育所で、乳幼児保育を実施し
た。入所児童数：1,303人

-
全ての保育所で、乳幼児保育を実施
する。

- 保育課

ⓑ保育所での延長保
育

延長保育促進事業
　11時間開所の後に、1時間以上延長
して保育を実施した。
　実施保育所：114か所
　　（1時間延長） 100か所
　　（2時間延長） 12か所
     （4時間延長）   2か所

585,698

延長保育促進事業
　11時間開所の後に、1時間以上延長
して保育を実施する。
　実施保育所：117か所
　　（1時間延長） 103か所
　　（2時間延長）  13か所
     （4時間延長）   1か所

621,126 保育課

ⓒ保育所での休日保
育

休日保育事業
　日曜・祝日等の保護者の勤務等によ
り児童が保育に欠けている場合の休
日保育の需要に対応するため、保育
所において休日保育を実施した。
　実施保育所：18か所

12,198

休日保育事業
　日曜・祝日等の保護者の勤務等によ
り児童が保育に欠けている場合の休
日保育の需要に対応するため、保育
所において休日保育を実施する。
　実施保育所：17か所

14,840 保育課

ⓔへき地保育所設置
事業

交通条件及び自然的、経済的、文化
的等諸条件に恵まれない、へき地にお
ける保育を要する児童に対して、必要
な保護を行い、これらの児童の福祉の
推進を図った。

4,685

交通条件及び自然的、経済的、文化
的等諸条件に恵まれない、へき地にお
ける保育を要する児童に対して、必要
な保護を行い、これらの児童の福祉の
推進を図る。

5,129 保育課

ⓕ保育所地域活動事
業

保護者の就労形態や保育ニーズの多
様化による保育需要に対応するため、
特別保育を実施する保育所に、助成
を行った。　補助対象保育所：78か所

15,427

　異年齢児交流等事業などの特別の
保育科目を設定して保育を行う保育
所に経費の一部を補助する。
　　補助対象保育所：86か所

17,200 保育課

ⓖ幼稚園での預かり
保育（再掲）

（１） －①－イ－ⓗの再掲 同左 （１） －①－イ－ⓗの再掲 同左
教育委員会総
務課

（障害児保育補助金）
　中度以上の障害を持つ児童を受け
入れている保育所に対し、保育士の加
配に要する経費を補助することによ
り、障害児保育を推進するとともに、障
害児の処遇の向上を図った。
　補助対象保育所：27か所　37人

（軽度障害児保育補助金）
　軽度の障害を持つ児童を受け入れ
ている保育所に対し、その保育に要す
る経費を補助することにより軽度障害
児保育を推進するとともに、軽度障害
児の処遇の向上を図った。
　補助対象保育所：31か所　65人

（障害児保育円滑化事業補助金）
　軽度障害児を含め障害児を4人以上
受け入れている保育所に対し、その保
育に係る経費を補助することにより、
障害児保育、軽度障害児保育の一層
の推進及び充実を図った。
　補助対象保育所：6か所

（療育支援児保育補助金）
　障害児保育・軽度障害児保育の対
象とならない療育支援児を受け入れて
いる保育所に対し、その保育に要する
経費を補助することにより、障害児保
育を推進するとともに、療育支援児の
処遇の向上を図った。
　補助対象保育所：45か所　119人

81,371

（障害児保育補助金）
　中度以上の障害を持つ児童を受け
入れている保育所に対し、保育士の加
配に要する経費を補助することによ
り、障害児保育を推進するとともに、障
害児の処遇の向上を図る。
　補助対象保育所：26か所　31人

（軽度障害児保育補助金）
　軽度の障害を持つ児童を受け入れ
ている保育所に対し、その保育に要す
る経費を補助することにより軽度障害
児保育を推進するとともに、軽度障害
児の処遇の向上を図る。
　補助対象保育所：32か所　57人

（障害児保育円滑化事業補助金）
　軽度障害児を含め障害児を4人以上
受け入れている保育所に対し、その保
育に係る経費を補助することにより、
障害児保育、軽度障害児保育の一層
の推進及び充実を図る。
　補助対象保育所：7か所

（療育支援児保育補助金）
　障害児保育・軽度障害児保育の対
象とならない療育支援児を受け入れて
いる保育所に対し、その保育に要する
経費を補助することにより、障害児保
育を推進するとともに、療育支援児の
処遇の向上を図る。
　補助対象保育所：45か所　108人

81,590 保育課
ⓓ保育所での障害児
保育
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

(a) 保育所
　保育所に臨床心理士等の専門家を
招き、指導の困難な児童や障害のあ
る児童の状況の観察（検査）や、保育
士や保護者に対する講話及び相談役
をしてもらうことにより幼児保育の充実
を図った。
補助対象保育所：62か所

5,236

(a) 保育所
　保育所に臨床心理士等の専門家を
招き、指導の困難な児童や障害のあ
る児童の状況の観察（検査）や、保育
士や保護者に対する講話及び相談役
をしてもらうことにより幼児保育の充実
を図る。
補助対象保育所：67か所

6,030 保育課

（ｂ）幼稚園
　幼児保育（教育）相談を行う相談員
への謝金の補助を行った。

45
（ｂ）幼稚園
　幼児保育（教育）相談を行う相談員
への謝金の補助を行う。

60 学校教育課

ウ　保育士・幼稚園教諭等の研修の推進

ⓐ保育園協会への研
修費補助

　多様な保育ニーズに対応できるよ
う、職員の養成と資質の向上を図るた
め、市保育園協会が実施する研修事
業等に対し補助を行った。
　研修会（協会主催）の実施
　県内外での研修への派遣

19,065

　多様な保育ニーズに対応できるよ
う、職員の養成と資質の向上を図るた
め、市保育園協会が実施する研修事
業等に対し補助する。
　研修会（協会主催）の実施
　県内外での研修への派遣

23,031 保育課

ⓑ市幼稚園協会への
研修費補助

　私立幼稚園の教職員数に応じて、研
修費の補助を行った。(私立幼稚園協
会加入園）

17,100
　私立幼稚園の教職員数に応じて、研
修費の補助を行う。(私立幼稚園協会
加入園）

17,385 保育課

各保育所からの研修申込をとりまとめ
て日本保育協会等の実施団体へ推薦
する。

-
各保育所からの研修申込をとりまとめ
て日本保育協会等の実施団体へ推薦
する。

- 保育課

（ｂ）幼稚園
　幼稚園教諭・保育士を対象にした公
私立幼稚園保育研修会を実施した。
参加者数：59人

43

（ｂ）幼稚園
　幼稚園教諭・保育士を対象にした公
私立幼稚園保育研修会を実施する。
参加者予定：50人

43 学校教育課

ⓓ保育園への研修費
補助

多様な保育ニーズに対応できるよう、
職員の養成と資質の向上を図るため、
市保育園協会未加入の保育園に対
し、研修に要する経費を補助を行っ
た。
　補助対象保育所：14か所

2,176

多様な保育ニーズに対応できるよう、
職員の養成と資質の向上を図るため、
市保育園協会未加入の保育園に対
し、研修に要する経費を補助する。
　補助対象保育所：14か所

2,309 保育課

エ　認可外保育施設への支援

ⓐ（拡）認可外保育施
設助成事業

　認可外保育施設に入所している児童
の安全と健全な育成のために運営費
等の助成を行う。また、障害児保育補
助金の交付要件に、療育手帳の交付
は受けていないが、児童発達支援を
受給している児童を加え、児童の福祉
の増進と健全な育成をを図った。

54,426

　認可外保育施設に入所している児童
の安全と健全な育成のために運営費
等の助成を行う。また、健康診断補助
金の交付基準月を６月から10月に変
更し、児童の福祉の増進と健全な育成
をを図る。

56,039 保育課

ⓑ指導監督の実施

　認可外保育施設に対し、指導監督基
準に基づき児童の処遇等の保育内
容、保育従事者数、施設整備等につ
いて実施する。基準を満たしている施
設に対しては証明書の交付も行った。

―

　認可外保育施設に対し、指導監督基
準に基づき児童の処遇等の保育内
容、保育従事者数、施設整備等につ
いて実施する。基準を満たしている施
設に対しては証明書の交付も行う。

― 保育課

ⓒ認可外保育施設保
育士資格取得支援補
助事業

　認可外保育施設に勤務している保育
士資格を有していない保育従事者の
保育士資格取得に取り組む認可外保
育施設に対し、当該保育従事者が受
講する際に雇用する代替保育従事者
の雇上費の補助を行った。

23

　認可外保育施設に勤務している保育
士資格を有していない保育従事者の
保育士資格取得を支援することで、保
育士の人材確保を図り、子どもを安心
して育てることができる環境を整備す
る。

1,066 保育課

③　子育て支援のネットワークによる情報発信、支援

ⓐ（終）すこやか子育
て交流館の整備（再
掲）

（１）－①－ウ－ⓐの再掲 同左 （１）－①－ウ－ⓐの再掲 同左
子育て支援推
進課

ⓑすこやか子育て交
流館管理運営等事業

（１）－①－ウ－ⓑの再掲 同左 （１）－①－ウ－ⓑの再掲 同左
子育て支援推
進課

ⓒすこやか子育て交
流館におけるネット
ワークの構築及び情
報の収集、発信

　すこやか子育て交流館を核とした子
育て支援施設や子育て団体、関係機
関とのネットワークを構築し、多様な情
報発信と、さまざまな主体による子育
て支援の仕組みを整えることにより、
多面的な子育て支援を推進した。
・子育て支援ネットワーク会議の設置
・子育て応援ポータルサイト（夢すくす
くねっと）の運用開始

3,225

　すこやか子育て交流館を核とした子
育て支援施設や子育て団体、関係機
関とのネットワークを構築し、多様な情
報発信と、さまざまな主体による子育
て支援の仕組みを整えることにより、
多面的な子育て支援を推進する。
・子育て支援ネットワーク会議の運営
・子育て応援ポータルサイト（夢すくす
くねっと）の運用

1,431
子育て支援推
進課

ⓒ保育所保育士、幼
稚園教諭の研修

ⓗ保育所、幼稚園で
の幼児保育（教育）相
談
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

ⓓ親子つどいの広場
運営事業（再掲）

（１）－①－ウ－ⓓの再掲 同左 （１）－①－ウ－ⓓの再掲 同左
子育て支援推
進課

ⓔ地域子育て支援セ
ンター事業（再掲）

（１）－①－ウ－ⓕの再掲 同左 （１）－①－ウ－ⓕの再掲 同左
子育て支援推
進課

ⓕ育児支援事業（自
主グループ育成と支
援）（再掲）

（１）－①－エ－ⓑの再掲 同左 （１）－①－エ－ⓑの再掲 同左 母子保健課

ⓖ母親クラブ育成･支
援事業

　母親クラブに対して、活動費の補助
を行った。（20クラブ）

3,800
　母親クラブに対して、活動費の補助
を行う。（20クラブ）

3,780
子育て支援推
進課

ⓗふれあい子育てサ
ロン事業への協力

　子育てサロン立ち上げに係るプログ
ラムの作成及び開設に向けての支援
を行うとともにサロンでの健康教育を
行った。

0

　子育てサロン立ち上げに係るプログ
ラムの作成及び開設に向けての支援
を行うとともにサロンでの健康教育を
行う。

0 母子保健課

ⓘにこにこ子育て応
援隊支援事業

様々な分野・地域で子育てを応援する
企業や店舗・市民活動団体などを隊
員とする「にこにこ子育て応援隊」を結
成し、それらの活動に関する情報発信
を行った。
・地域みんなで応援隊　 58団体
・職場のパパママ応援隊　27団体
・お出かけラク！トク！応援隊　636団
体
・かごしま子育て支援パスポート配布
世帯　52,014世帯
・にこにこ子育て応援隊ガイドブック作
成部数　35,000部

2,204

様々な分野・地域で子育てを応援する
企業や店舗・市民活動団体などを隊
員とする「にこにこ子育て応援隊」を結
成し、それらの活動に関する情報発信
を行う。
・地域みんなで応援隊　 60団体
・職場のパパママ応援隊　30団体
・お出かけラク！トク！応援隊　650団
体
・かごしま子育て支援パスポート配布
世帯　55,000世帯
・にこにこ子育て応援隊ガイドブック作
成部数　35,000部

2,450
子育て支援推
進課

④　子どもの健全育成

ⓐ児童健全育成研修
事業

遊びのリーダー養成研修会
　子ども達に自然の中で遊ぶ楽しさや
仲間づくり等を体験させることにより、
地域での遊びのリーダーを養成する。
　実施日　：25.8.23　実施
　参加者数：159人

293

遊びのリーダー養成研修会
　子ども達に自然の中で遊ぶ楽しさや
仲間づくり等を体験させることにより、
地域での遊びのリーダーを養成する。
　実施日　：26. 8　予定
　参加者数：160人

452
子育て支援推
進課

ⓑ心豊かで元気あふ
れる「さつまっ子」育
成市民会議

・心豊かで元気あふれる「さつまっ子」
育成市民会議の開催
・明るく楽しい学校づくり市民大会
　期日；平成25年11月30日（土）
  場所；市民文化ホール
　参加者数；956人

996

・心豊かで元気あふれる「さつまっ子」
育成市民会議の開催
・明るく楽しい学校づくり市民大会
　期日；平成26年10月18日（土）
  場所；市民文化ホール

995 青少年課

ⓒ（拡）放課後児童健
全育成事業（再掲）

(1)－①－イ－ⓐの再掲 同左 (1)－①－イ－ⓐの再掲 同左
子育て支援推
進課

ⓓ新・郷中教育推進
事業

放課後子ども教室を10校に開設
　松原小、城南小、宮川小、武岡小、
伊敷小、川上小、星峯西小、西陵小、
宇宿小、春山小

19,968

放課後子ども教室を10校に開設
　松原小、城南小、宮川小、武岡小、
伊敷小、川上小、星峯西小、西陵小、
宇宿小、春山小

20,108 青少年課

ⓔあいご会の活動支
援

鹿児島市あいご会連合会補助金
・会員、役員研修
・研究公開
・あいご誌、あいご新聞作成補助

3,000

鹿児島市あいご会連合会補助金
・会員、役員研修
・研究公開
・あいご誌、あいご新聞作成補助

3,000 青少年課

ⓕ錦江湾わくわく親
子クルージング事業

　子育て家庭の親と子どもを対象に、
桜島フェリーによるクルージングを実
施し、親子でのレクリエーション、食事
により交流を図るとともに、子育て相談
や情報提供を行う。
　・開催日　　平成25年9月22日
　・参加者数　379名（105世帯）

1,700

　子育て家庭の親と子どもを対象に、
桜島フェリーによるクルージングを実
施し、親子でのレクリエーション、食事
により交流を図るとともに、子育て相談
や情報提供を行う。
　開催回数：1回
　定　員：400名
　9月開催予定

1,721
子育て支援推
進課

⑤　公共施設の余裕空間の活用

　余裕教室を活用した児童クラブの建
設を推進した。

－
　余裕教室を活用して児童クラブを建
設していく。

－
子育て支援推
進課

　「鹿児島市立学校余裕教室計画指
針」を改訂し、新しい余裕教室の活用
方針が定まった。

510

　「鹿児島市立学校余裕教室活用計
画指針」の活用推進を行う。また、推
進校の選定及び指定をし、その推進
校に関する学校・地域の実態調査を
行う。

446 学校教育課

ⓐ余裕教室の児童ク
ラブ、放課後子ども教
室等への利用促進
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

(a) 保育所
　各保育所において親子ふれあいの
集いを実施し、保育所の園庭開放を
行った。

－

(a) 保育所
　各保育所において親子ふれあいの
集いを実施し、保育所の園庭開放を行
う。

－ 保育課

（ｂ）幼稚園
未就園児親子登園において、幼稚園
の園庭・園舎を開放した。

－
（ｂ）幼稚園
未就園児親子登園において、幼稚園
の園庭・園舎を開放していく。

－ 保育課

ⓒ子育てほっとクラブ
事業

　地域で子育てに関する活動を行う自
主グループの活動場所として、児童ク
ラブの専用施設を提供した。
実施施設　5クラブ
開放時間　午前９時から午後１時まで
（ただし、土・日、長期休暇期間を除く）

10 廃止 －
子育て支援推
進課

⑥　児童センター等の活用

ⓐ児童センター運営
事業

児童に健全な遊び及び運動を通して、
その健康及び体力を増進し、情操を豊
かにすることを目的とする児童セン
ターを運営した。
利用者数：48,234人

36,251

児童に健全な遊び及び運動を通して、
その健康及び体力を増進し、情操を豊
かにすることを目的とする児童セン
ターを運営する。

46,223
子育て支援推
進課

ⓑ児童ルーム等の運
営

・児童ルーム（36館）
　　図書や遊具等を備え、子供たちに
健全な遊び場を提供するとともに、あ
いご会、こども会、母親クラブ等の活
動の場を提供した。

343,227
(事業全体額)

・児童ルーム（36館）
　　図書や遊具等を備え、子供たちに
健全な遊び場を提供するとともに、あ
いご会、こども会、母親クラブ等の活
動の場を提供する。

347,882
(事業全体額)

地域福祉課

⑦　町内会や校区社会福祉協議会等への支援、連携

ⓐみんなで参加わが
まちづくり支援事業

　地域住民の親睦・相互扶助・福祉な
ど、あらゆる面において大きな役割を
果たしている町内会の活動に対する
支援を強化し、コミュニティ活動の活性
化及び地域の連帯強化を促進する。
申請件数　５３３件

25,201

地域住民の親睦・相互扶助・福祉な
ど、あらゆる面において大きな役割を
果たしている町内会の活動に対する
支援を強化し、コミュニティ活動の活性
化及び地域の連帯強化を促進する。
申請見込件数　５５４件

30,899 地域振興課

ⓑあいご会の活動支
援（再掲）

(1)－④－ⓔの再掲 同左 (1)－④－ⓔの再掲 同左 青少年課

ⓒ地域ふれあい交流
助成事業

　高齢者（６５才以上）10人以上及び小
中学生5人以上でふれあい事業を実
施する団体及び、幼稚園、保育園にお
いて園児とふれあい事業を実施する
高齢者を5人以上含む団体に対し助成
した。
補助件数　339件

13,123

　高齢者（６５才以上）10人以上及び小
中学生5人以上でふれあい事業を実
施する団体及び、幼稚園、保育園にお
いて園児とふれあい事業を実施する
高齢者を5人以上含む団体に対し助成
する。
補助件数　330件

13,100 長寿支援課

ⓓ地域福祉館等を拠
点 と し た 地 域 福 祉
ネットワークの構築

・地域福祉館等を拠点とした地域福祉
ネットワークの構築
　地域福祉支援員６人が、地域の実情
把握や問題点の分析及び検証を行い
ながら、地域福祉活動への助言など
の支援を行い、地域福祉館等を拠点と
した地域福祉ネットワークの構築に取
り組んだ。
・小地域ネットワーク支えあい補助金
　校区社協が実施する小地域ネット
ワークの連絡調整会議や自主研修会
等に対し補助金を交付することで、小
地域ネットワーク活動の活性化や地域
福祉活動団体の連携強化、情報共有
化を推進した。

31,729
(事業全体額)

・地域福祉館等を拠点とした地域福祉
ネットワークの構築
　地域福祉支援員６人が、地域の実情
把握や問題点の分析及び検証を行い
ながら、地域福祉活動への助言など
の支援を行い、地域福祉館等を拠点と
した地域福祉ネットワークの構築に取
り組む。
・小地域ネットワーク支えあい補助金
　校区社協が実施する小地域ネット
ワークの連絡調整会議や自主研修会
等に対し補助金を交付することで、小
地域ネットワーク活動の活性化や地域
福祉活動団体の連携強化、情報共有
化を推進する。

32,617
（事業全体額）

地域福祉課

ⓔ市社会福祉協議会
補助事業

　校区社会福祉協議会等が行う福祉
活動を支援する市社会福祉協議会に
補助を行い地域福祉の推進を図った。

200,513
　校区社会福祉協議会等が行う福祉
活動を支援する市社会福祉協議会に
補助を行い地域福祉の推進を図る。

201,990 地域福祉課

ⓕふれあい子育てサ
ロ ン 事 業 へ の 協 力
（再掲）

(1)－③－ⓗの再掲 同左 (1)－③－ⓗの再掲 同左 母子保健課

ⓖ（終）子育て支援団
体活動支援事業

― ― ― ―
子育て支援推
進課

⑧　民生委員・児童委員との協働

ⓐ要保護児童対策地
域協議会との協働

・代表者会議の開催　5月30日
・実務者会議の開催　各保健センター
ごとに1回ずつ（5回）
・個別ケース検討会議　125回
・子ども相談連絡部会の開催
　意見交換会　8月29日　研修会　11
月24日（講演会と兼ねる）、3月20日
・関係機関職員研修　20回

1,763
（事業全体額）

　要保護児童の早期発見及びその適
切な保護を図るため、要保護児童対
策地域協議会を開催し、要保護児童
等に関する情報交換や、支援内容に
関する協議を行う。
・代表者会議の開催
・児童虐待等の通告への対応
　　個別ケース検討会議の開催
　　実務者会議の開催：5地区各2回程
度
・子ども相談連絡部会の開催
・児童虐待防止のための啓発活動
　　関係機関職員への研修など

1,686
（事業全体額）

こども福祉課

ⓑ保育所、幼稚園の
園庭、園舎の活用
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

ⓑ小地域ネットワーク
活動等の支援（再掲）
★当該項目は、（7）
「町内会や校区社会
福祉協議会等への支
援、連携」へ移動

（1）－⑦－ⓓの再掲 同左 （1）－⑦－ⓓの再掲 同左 地域福祉課

ⓒ民生委員・児童委
員研修会

援助を必要とする児童や妊産婦等へ
の援助活動のほか、地域における児
童の健全育成に努める等の役割を持
つ民生委員･児童委員の資質向上と
福祉に関する知識習得を目的とした研
修等を行った。
・現任委員研修会　　　　　年1回
・新任委員研修会　　　　　年1回
・先進地業務視察研修　　　年1回
・行政と地区民児協会長との連絡会
年1回

1,049

援助を必要とする児童や妊産婦等へ
の援助活動のほか、地域における児
童の健全育成に努める等の役割を持
つ民生委員･児童委員の資質向上と
福祉に関する知識習得を目的とした研
修等を行う。
・現任委員研修会　　　　　年1回
・新任委員研修会　　　　　年1回
・先進地業務視察研修　　　年1回
・行政と地区民児協会長との連絡会
年1回

1,184 地域福祉課

ⓓ民生委員・児童委
員活動促進事業

民生委員･児童委員及び地区民生委
員児童委員協議会に対して、その活
動・運営に必要な費用を交付した。
・民生委員児童委員調査活動費交付
金
・地区民児協会長活動費交付金
・地区民児協運営費交付金
・地区民児協研修助成金
・地区民児協会長交通費交付金

181,120

民生委員･児童委員及び地区民生委
員児童委員協議会に対して、その活
動・運営に必要な費用を交付する。
・民生委員児童委員調査活動費交付
金
・地区民児協会長活動費交付金
・地区民児協運営費交付金
・地区民児協研修助成金
・地区民児協会長交通費交付金

183,735 地域福祉課

ⓔ児童健全育成研修
事業（再掲）

同左 同左 (1)－④－ⓐの再掲 同左
子育て支援推
進課

⑨　市民団体や事業者等の自主的な活動の促進

ⓐ母親クラブ育成・支
援事業（再掲）

（1）－③－ⓖの再掲 同左 （1）－③－ⓖの再掲 同左
子育て支援推
進課

ⓑにこにこ子育て応
援隊支援事業（再掲）

（1）－③－ⓘの再掲 同左 （1）－③－ⓘの再掲 同左
子育て支援推
進課

ⓒ市社会福祉協議会
補助事業（再掲）

（1）－⑦－ⓔの再掲 同左 （1）－⑦－ⓔの再掲 同左 地域福祉課

ⓓ（終）福祉ふれあい
フェスティバル

イベントの認知度も高くなり、福祉に対
する市民の理解と関心は高まったこと
により廃止。

― ― ― 地域福祉課

ⓓわくわく福祉交流
フェア

こども、高齢者、障害者、ボランティア
などをはじめ、多くの市民や福祉施
設、関係団体等の参加のもとに、多彩
な催しを通して相互交流するなかで、
ボランティア活動や福祉交流を広げる
ことを目的にわくわく福祉交流フェアを
開催した。
日時：平成25年11月10日（日）
場所：中央公園及びその周辺
参加者数：29,000人

7,876

こども、高齢者、障害者、ボランティア
などをはじめ、多くの市民や福祉施
設、関係団体等の参加のもとに、多彩
な催しを通して相互交流するなかで、
ボランティア活動や福祉交流を広げる
ことを目的にわくわく福祉交流フェアを
開催する。
日時：平成26年11月9日（日）
場所：中央公園及びその周辺

8,343 地域福祉課

ⓔ子育てサポーター
養成事業

 市民が自らの経験等を活かして子育
てを支援することができるよう「子育て
サポーター」を養成するための講座を
開催し、様々な子育て支援を行う人材
を育成した。
・講座修了者　45人
・子育てサポーター登録者　45人

1,021

　市民が自らの経験等を活かして子育
てを支援することができるよう「子育て
サポーター」を養成するための講座を
開催し、様々な子育て支援を行う人材
を育成する。
・講座修了者　50人
・子育てサポーター登録者　50人

1,327
子育て支援推
進課

ⓕ託児サポーターの
養成及び託児活動の
支援

託児サポーター養成講座の実施（年１
回）
　託児サポーター　36人登録
サンエールかごしまにおける託児サー
ビスの実施
　託児数　3,111人

10,704
（事業全体額）

託児サポーター養成講座の実施（年１
回）
サンエールかごしまにおける託児サー
ビスの実施

11,113
（事業全体額）

男女共同参画
推進課

ⓖボランティアの育
成に関する講座

　１５人が受講して、子育て相談ボラン
ティアの養成講座を実施した。りぼん
館と連携して、受講者の確保を図っ
た。

724

　子育て支援ボランティアの養成は、り
ぼん館で同様の講座を開いているた
め、平成２６年度廃止し、新たに介護
講座を実施する。

0 生涯学習課
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

基本的施策：　(2)　母性及び乳幼児等の健康の確保及び増進

①　妊娠・出産に関する安全性と快適さの確保

ア　母親の視点から見て満足できる妊娠・出産の普及

ⓐ妊婦健康診査・健
康相談事業

　母子健康手帳交付時に、健康相談
及び歯科健診を行い、妊産婦の健康
管理・母子健康手帳の活用法などの
指導を行った。
・公費負担回数：        14回
・妊婦健康診査：　 68,259件
・妊産婦健康相談：　5,983人
・開催回数　　　　　　 203回
　北部保健センター：　12回
　東部保健センター：　22回
　西部保健センター：　23回
　中央保健センター：　47回
　南部保健センター：　39回
　５保健福祉課：     　60回

526,974
（事業全体額）

　母子健康手帳交付時に、健康相談
及び歯科健診を行い、妊産婦の健康
管理・母子健康手帳の活用法などの
指導を行う。
・公費負担回数：        14回
・妊婦健康診査：　 70,507件
・妊産婦健康相談：　5,750人
・開催回数　　　　　　 207回
　北部保健センター：　12回
　東部保健センター：　24回
　西部保健センター：　23回
　中央保健センター：　46回
　南部保健センター：　42回
　５保健福祉課：     　60回

544,375
（事業全体額）

母子保健課

ⓑ母親・父親になる
ための準備教室

　母親・父親が安心して妊娠・出産・育
児に臨めるように支援を行った。
・開設回数：　12 回
・実施日数：　36日
・実人員　  381人
　延人員　740人

526,974
（事業全体額）

　母親・父親が安心して妊娠・出産・育
児に臨めるように支援を行う。
・開設回数：　12 回
・実施日数：　36日
・実人員　  400人
　延人員　1,200人

544,375
（事業全体額）

母子保健課

イ　妊娠・出産の安全性の確保

ⓐ妊婦健康診査・健
康相談事業（再掲）

（2）－①－ア－ⓐの再掲 同左 （2）－①－ア－ⓐの再掲 同左 母子保健課

ⓑ妊婦への禁煙の指
導

　母子健康手帳交付時に、妊産婦の
健康管理などの指導を行うとともに薬
剤師による喫煙防止の個別相談を
行った。

526,974
（事業全体額）

　母子健康手帳交付時に、妊産婦の
健康管理などの指導を行うとともに薬
剤師による喫煙防止の個別相談を行
う。

544,375
（事業全体額）

母子保健課

ⓒ妊娠高血圧症候群
等療養援護事業

　妊娠高血圧症候群、糖尿病、貧血、
心疾患等の合併症をもち、入院して治
療の必要のある妊産婦に対して療養
援護費を支給した。
・件数：　3件

68,523
(事業全体額)

　妊娠高血圧症候群、糖尿病、貧血、
心疾患等の合併症をもち、入院して治
療の必要のある妊産婦に対して療養
援護費を支給しする。
・件数：　2件

64,668
（事業全体額）

母子保健課

ⓓ新生児・妊産婦訪
問指導事業（再掲）

（1）－①－ア－ⓑの再掲 同左 （1）－①－ア－ⓑの再掲 同左 母子保健課

ⓔこんにちは赤ちゃ
ん事業(再掲）

（1）－①－ア－Ⓒの再掲 同左 （1）－①－ア－Ⓒの再掲 同左 母子保健課

ⓕ母子栄養強化事業

　妊産婦、栄養強化を必要とする又は
HTLV-1抗体陽性の産婦から出生した
乳児、多胎児に対してミルクの支給を
行った。
・対象者：  119人

5,581
（事業全体額）

　妊産婦、栄養強化を必要とする乳
児、多胎児に対してミルクの支給を行
う。
・対象者：  111人

5,730
（事業全体額）

母子保健課

ⓖ受胎調節実地指導
　受胎調節実地指導を開業助産師に
委託し行った。
・対象者：  0人

15,627
(事業全体額)

　受胎調節実地指導を開業助産師に
委託し行う。
・対象者：  2人

17,516
（事業全体額）

母子保健課

ⓗ乳幼児健康診査事
業

　心身の発育・発達の上で最も大切な
乳幼児期に異常を早期に発見し、適
切な措置を講ずるため健康診査を実
施し、栄養・歯科・育児に関する指導を
行った。
・乳幼児　    16,068人
・1歳6月児　 5,642人
・3歳児　　　  5,570人
・乳幼児健診（予約制）
　延人員　160人

117,222
（事業全体額）

　心身の発育・発達の上で最も大切な
乳幼児期に異常を早期に発見し、適
切な措置を講ずるため健康診査を実
施し、栄養・歯科・育児に関する指導を
行う。
・乳幼児　    16,274人
・1歳6月児　  5,460人
・3歳児　　　  5,350人
・乳幼児健診（予約制）
　延人員　270人

122,382
（事業全体額）

母子保健課

ウ　妊婦にやさしい環境づくり

ⓐ母性健康管理指導
事項連絡カードの普
及

　母子健康手帳交付時に、母性健康
管理指導事項連絡カードの普及の指
導を行った。

―
　母子健康手帳交付時に、母性健康
管理指導事項連絡カードの普及の指
導を行う。

― 母子保健課

所管課主な施策
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

ⓒマタニティーマーク
の普及啓発

　平成18年3月に厚生労働省が発表し
たマタニティマークを利用し、同マーク
のホームページへの掲載や市電広告
のポスター掲示により、妊婦にやさし
い環境づくりの広報を行うとともに、母
子保健制度の手引きである「お母さん
セット」の表紙への利用やマークの
入った紙製手さげ袋を作成し母子健康
手帳交付時に配布した。
・市電広告期間
　　平成25年12月1日～12月30日
・手提げ袋：  6,300枚

526,974
（事業全体額）

　平成18年3月に厚生労働省が発表し
たマタニティマークを利用し、同マーク
のホームページへの掲載や市電広告
のポスター掲示により、妊婦にやさし
い環境づくりの広報を行うとともに、母
子保健制度の手引きである「お母さん
セット」の表紙への利用やマークの
入った紙製手さげ袋を作成し母子健康
手帳交付時に配布する。
・市電広告期間
　　平成26年12月1日～12月30日
・手提げ袋：   6,300枚

544,375
（事業全体額）

母子保健課

ⓓ パ ー キ ン グ パ ー
ミット制度の普及

来庁者に対して、パンフレット等を配布
するなど周知広報を行った。

0
来庁者に対して、パンフレット等を配布
するなど周知広報を行う。

0 障害福祉課

ⓔファミリー・サポー
ト・センターでの家事
援助の実施

　ファミリー・サポート・センターにおい
て、妊婦等に対する家事援助を実施し
た。
活動回数：163回

11,962
（事業全体額）

ファミリー・サポート・センターにおい
て、妊婦等に対する家事援助を実施
する。

12,358
（事業全体額）

子育て支援推
進課

エ　産後の心の支援

ⓐ新生児・妊産婦訪
問指導事業（再掲）

（1）－①－ア－ⓑの再掲 同左 （1）－①－ア－ⓑの再掲 同左 母子保健課

ⓑこんにちは赤ちゃ
ん事業(再掲）

（1）－①－ア－Ⓒの再掲 同左 （1）－①－ア－Ⓒの再掲 同左 母子保健課

ⓒ妊娠・出産・産後の
心の支援等の実施

　産後うつ病等予防のための母親へ
の心の支援のために、個別相談等を
実施した。

15,627
(事業全体額)

　産後うつ病等予防のための母親へ
の心の支援のために、個別相談等を
実施する。

17,516
（事業全体額）

母子保健課

ⓓ妊婦健康診査・健
康相談事業（再掲）

（2）－①－ア－ⓐの再掲 同左 （2）－①－ア－ⓐの再掲 同左 母子保健課

ⓔ母親・父親になる
ための準備教室(再
掲）

（2）－①－ア－ⓑの再掲 同左 （2）－①－ア－ⓑの再掲 同左 母子保健課

ⓕ産後ケア事業

　産後の身体の回復や育児等に不安
を持つ産婦を対象に、助産所への入
所による保健指導を行った。
・実人員　　 67人
・延日数　627 日

6,378
（事業全体額）

　産後の身体の回復や育児等に不安
を持つ産婦を対象に、助産所への入
所による保健指導を行う。
・実人員　　61 人
・延日数　500 日

5,444
（事業全体額）

母子保健課

②　子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減

ア　父親と母親が育児を楽しめるための支援

（ア）　きめ細やかな相談と育児に関する情報提供の実施

ⓐ妊婦健康診査・健
康相談事業（再掲）

(2)－①－ア－ⓐの再掲 同左 (2)－①－ア－ⓐの再掲 同左 母子保健課

ⓑ新生児・妊産婦訪
問指導事業（再掲）

（１）－①－ア－ⓑの再掲 同左 （１）－①－ア－ⓑの再掲 同左 母子保健課

ⓒこんにちは赤ちゃ
ん事業（再掲）

（１）－①－ア－Ⓒの再掲 同左 （１）－①－ア－Ⓒの再掲 同左 母子保健課

ⓓ育児支援家庭訪問
事業（再掲）

（１）－①－ア－ⓓの再掲 同左 （１）－①－ア－ⓓの再掲 同左 こども福祉課

2,662千円 健康総務課
3,896円

（事業全体額）

ⓑ分煙対策の推進
（受動喫煙防止対策
の推進）

＊（終）かごしま市民
健康55プラン推進事
業
＊（新）健康増進計画
推進事業

　食生活や運動、たばこ・アルコール
等の健康づくりに関連のある10分野の
目標を設定した「かごしま市民すこや
かプラン（平成25年度～34年度）」に
基づく受動喫煙防止の取組を推進し
た。
　飲食店等を対象に「たばこの煙のな
い（終日禁煙）お店」の募集・登録・広
報等を行い、受動喫煙防止の取組を
推進した。
・「たばこの煙のないお店」登録店拡充
・「たばこの煙のないお店」の登録店情
報を掲載した健康にやさしいお店リー
フレットの作成・配布（10,000部）
・「たばこの煙のないお店」募集案内の
送付（飲食店送付）
・健康ニュースの発行（年3回）各
25,000部（公園や通学路での受動喫
煙防止対策の周知・広報）
・鹿児島市健康づくり推進市民会議
ホームページの運営（禁煙治療に保
険が使える医療機関の掲載）

＊鹿児島市健康増進計画推進事業
（新規）

　食生活や運動、たばこ・アルコール
等の健康づくりに関連のある10分野の
目標を設定した「かごしま市民すこや
かプラン（平成25年度～34年度）」に
基づく受動喫煙防止の取組を推進す
る。
　飲食店等を対象に「たばこの煙のな
い（終日禁煙）お店」の募集・登録・広
報等を行い、受動喫煙防止の取組を
推進する。
・「たばこの煙のないお店」登録店拡充
・「たばこの煙のないお店」の登録店情
報を掲載した健康にやさしいお店リー
フレットの作成・配布（10,000部）
・「たばこの煙のないお店」募集案内の
送付（飲食店送付見込み　700件）
・健康ニュースの発行（年3回）各
25,000部（公園や通学路での受動喫
煙防止対策の周知・広報）
・鹿児島市健康づくり推進市民会議
ホームページの運営（禁煙治療に保
険が使える医療機関の掲載）

＊鹿児島市健康増進計画推進事業
（新規）
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

ⓔ育児教室

　育児に関すること、健康づくり等につ
いての知識や技術の普及を図るため
に育児教室を開催した。
・開催回数　15回
　北部保健センター　年2回
　東部保健センター　年2回
　西部保健センター　年2回
　中央保健センター　年3回
　南部保健センター　年3回
　吉田保健福祉課　　年1回
　松元保健福祉課　　年2回
・実人員　538人

970
（事業全体額）

　育児に関すること、健康づくり等につ
いての知識や技術の普及を図るため
に育児教室を開催する。
・開催回数　14回
　北部保健センター　年2回
　東部保健センター　年2回
　西部保健センター　年2回
　中央保健センター　年3回
　南部保健センター　年3回
　松元保健福祉課　　年2回
・実人員　616人

1,000
（事業全体額）

母子保健課

ⓕ 子 育 て 支 援 セ ミ
ナー

パパ大好き❤泣く子も笑うハッピース
マイルセミナー（年1回）
　受講者数　33人

10,704
（事業全体額）

パパ大好き❤泣く子も笑うハッピース
マイルセミナーの実施（年１回）

11,113
（事業全体額）

男女共同参画
推進課

ⓖ（拡）子どもすこや
か安心ねっと事業

　発育発達の不安のある児を対象に
専門家による相談会や講演会を行っ
た。
・乳幼児相談窓口
・すくすく親子教室　72回
・わくわく親子教室　28回
・総合発達相談会　13回
・学習会　7回
・親子ひだまり発達相談 60回
・訪問による個別支援 159件
・るんるんクラブ 21回

20,691
(事業全体額）

　発育発達の不安のある児を対象に
専門家による相談会や講演会を行う。
・乳幼児相談窓口
・すくすく親子教室　72回
・わくわく親子教室　28回
・総合発達相談会　12回
・学習会　7回
・親子ひだまり発達相談 60回
・訪問による個別支援
・るんるんクラブ 21回

27,916
（事業全体額）

母子保健課

ⓗ育児支援事業（育
児相談、子育て講演
会）(再掲）

(1)－①－エ－ⓓの再掲
(1)－①－エ－ⓔの再掲

同左
(1)－①－エ－ⓓの再掲
(1)－①－エ－ⓔの再掲

同左 母子保健課

（イ）　仲間づくりの視点を取り入れた健康診査・教育の実施

ⓐ妊婦健康診査・健
康相談事業（再掲）

（2）－①－ア－ⓐの再掲 同左 （2）－①－ア－ⓐの再掲 同左 母子保健課

ⓑ乳幼児健康診査事
業（再掲）

（2）－①―イ－ⓗの再掲 同左 （2）－①―イ－ⓗの再掲 同左 母子保健課

ⓒ子どもすこやか安
心ねっと事業（ 学習
会）

　子どもの発達状況や親の育児の課
題に対して、親同士の意見交換や学
習の場を持ち、親の育児不安の軽減
を図るとともに子どもの発達支援を
行った。
・学習会　７回

20,691
(事業全体額）

　子どもの発達状況や親の育児の課
題に対して、親同士の意見交換や学
習の場を持ち、親の育児不安の軽減
を図るとともに子どもの発達支援を行
う。
・学習会　７回

27,916
（事業全体額）

母子保健課

ⓓ育児支援事業（育
児相談、子育て講演
会）(再掲）

(1)－①－エ－ⓓの再掲 同左 (1)－①－エ－ⓓの再掲 同左 母子保健課

ⓔ育児教室（再掲） （２）－②－ア－（ア）－ⓔの再掲 同左 （２）－②－ア－（ア）－ⓔの再掲 同左 母子保健課

（ウ）　同じ課題を持つ親への支援

ⓐ子どもすこやか安
心ねっと事業（総合
発達相談会、学習
会）

　医師、言語聴覚士、心理発達相談員
などの専門家による総合発達相談会
を開催した。
・開催回数　13回
（２）－②－ア－（ア）－ⓖの再掲
（２）－②－ア－（イ）－Ⓒの再掲

20,691
(事業全体額）

　医師、言語聴覚士、心理発達相談員
などの専門家による総合発達相談会
を開催する。
・開催回数　12回
（２）－②－ア－（ア）－ⓖの再掲
（２）－②－ア－（イ）－Ⓒの再掲

27,916
（事業全体額）

母子保健課

ⓑ育児支援事業（自
主ｸﾞﾙｰﾌﾟ育成と支
援、子育て講演
会)(再掲）

（１）－①－エ－ⓑの再掲 同左 （１）－①－エ－ⓑの再掲 同左 母子保健課

（エ）　父親が参加しやすい「健康教室」の実施

ⓐ母親・父親になる
ための準備教室（再
掲）

（２）－①－ア－ⓑの再掲 同左 （２）－①－ア－ⓑの再掲 同左 母子保健課

ⓑ育児教室（再掲） （２）－②－ア－（ア）－ⓔの再掲 同左 （２）－②－ア－（ア）－ⓔの再掲 同左 母子保健課

イ　温かい見守りのできる環境づくり

（ア）　医療、保健、福祉、地域との連携

ⓐ子どもすこやか安
心ねっと事業（ 事業
調整会議）

　子どもすこやか安心ねっと事業の関
係者による連絡会議を行った。
・開催回数　2回

20,691
(事業全体額）

　子どもすこやか安心ねっと事業の関
係者による連絡会議を行う。
・開催回数　2回

27,916
（事業全体額）

母子保健課

（イ）　地域における育児支援の推進

ⓐふれあい子育てサ
ロ ン 事 業 へ の 協 力
（再掲）

（1）－③－ⓗの再掲 同左 （1）－③－ⓗの再掲 同左 母子保健課

ⓑ育児支援事業（自
主グループ育成と支
援） (再掲)

（１）－①－エーⓑの再掲 同左 （１）－①－エーⓑの再掲 同左 母子保健課

ⓒ親子つどいの広場
運営事業（再掲）

（１）－①－ウ－ⓓの再掲 同左 （１）－①－ウ－ⓓの再掲 同左
子育て支援推
進課

11



２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

ⓓにこにこ子育て応
援隊支援事業（再掲）

（1）－③－ⓘの再掲 同左 （1）－③－ⓘの再掲 同左
子育て支援推
進課

ⓔ子育てサポーター
養成事業（再掲）

（１）－⑨－ⓔの再掲 同左 （１）－⑨－ⓔの再掲 同左
子育て支援推
進課

（ウ）　母子保健にかかわる関係者の研修会の実施

ⓐ開業助産師研修会
及び産婦人科看護職
連絡会

　研修会及び連絡会を開催した。
・開催回数　１回

15,627
（事業全体額）

　研修会及び連絡会を開催する。
・開催回数　１回

17,516
（事業全体額）

母子保健課

ⓑ訪問指導員研修会
　研修会及び連絡会を開催した。
・開催回数　1回

15,627
（事業全体額）

　研修会及び連絡会を開催する。
・開催回数　1回

17,516
（事業全体額）

母子保健課

ⓒ母子保健推進員研
修会

　役員研修会を開催した。
・開催回数　2回

5,581
（事業全体額）

　役員研修会を開催する。
・開催回数　2回

5,730
（事業全体額）

母子保健課

③　食育の推進

ⓐ妊産婦や乳幼児の
栄養指導、栄養相談

【個別相談】　3,928人
　妊産婦　　606人
　乳幼児　　1,687人
　1歳6か月児　557人
　3歳児　　384人
　その他　　694人

【集団指導】　678回　16,635人

859

妊産婦健康相談、乳幼児健診、1歳6
か月児及び3歳児健康診査、育児教
室、育児相談、母親・父親になるため
の準備教室で栄養指導・栄養相談を
行う。

824 保健予防課

a) 保育園
　乳幼児の発育・発達に応じた食育を
各園の特性を生かした計画を踏まえ、
それぞれの園が適切に実践する。ま
た、食育指導の充実を図るために研
修会を開催するとともに資料等を提供
した。
・児童福祉施設給食関係者研修会開
催回数　２回　　参加人数：82人
・私立保育園栄養士研修会開催回数
1回　参加人数：132人

126

a) 保育園
　乳幼児の発育・発達に応じた食育を
各園の特性を生かした計画を踏まえ、
それぞれの園が適切に実践する。ま
た、食育指導の充実を図るために研
修会を開催するとともに資料等を提供
する。
・児童福祉施設給食関係者研修会開
催回数　年２回
・私立保育園栄養士研修会開催回数
年1回

185 保育課

（ｂ）幼稚園
　園児に対しては、指導を継続した。ま
た教職員や保護者等を中心に食に関
する指導資料を提供するなど、食育に
関する指導の充実を図った。

―

（ｂ）幼稚園
　園児に対しては、指導を継続する。
また教職員や保護者等を中心に食に
関する指導資料を提供するなど、食育
に関する指導の充実を図る。

― 学校教育課

ⓒ学校における食に
関する指導の実施

　児童生徒の発達段階に応じて、教
科、特別活動、総合的な学習の時間、
給食の時間など、学校の教育活動全
体を通して、担任や栄養教諭等が教
育課程に沿って計画的に実施した。
　また、食に関する指導研究協力校
（西田小）を指定して実践研究に取り
組んだ。昨年度協力校（坂元台小）の
取組を給食指導担当者研修会で発表
し、食に関する指導の推進を図った。
　さらに、食に関する指導の一層の充
実を図るために、資料等を学校へ適切
に提供した。

31

　児童生徒の発達段階に応じて、教
科、特別活動、総合的な学習の時間、
給食の時間など、学校の教育活動全
体を通して、担任や栄養教諭等が教
育課程に沿って計画的に実施する。
　また、食に関する指導研究協力校
（西田小学校）の実践研究を研究誌に
まとめるとともに、栄養指導等の希望
のある学校へ市栄養士を派遣する。
　さらに、食に関する指導の一層の充
実を図るために、資料等を学校へ適切
に提供する。

32 保健体育課

ⓓ「早寝早起き朝ご
はん運動」の推進

　児童生徒等の「朝食摂取」等の実態
を把握し、発達段階に応じた指導を家
庭と連携して行い、望ましい生活習慣
の定着に向けた取組を推進した。

0

　児童生徒等の「朝食摂取」等の実態
を把握し、発達段階に応じた指導を家
庭と連携して行い、望ましい生活習慣
の定着に向けた取組を推進する。

0 保健体育課

ⓔかごしま環境未来
館環境学習推進事業

26年度から
環境協働・連携促進
事業

市民一人ひとりが環境問題について
楽しく学び、環境に配慮した生活や行
動ができるよう、参加体験型の環境学
習講座を実施した。
また、地域における環境学習や環境
保全活動に館主催講座の講師等を派
遣し、地域における環境保全活動の推
進を図った。
（実績）講座数：75講座
（実績）受講者数：1,615人
（実績）講師派遣件数：5件

36,683

市民一人ひとりが環境問題について
楽しく学び、環境に配慮した生活や行
動ができるよう、参加体験型の環境学
習講座を実施する。
また、地域における環境学習や環境
保全活動に館主催講座の講師等を派
遣し、地域における環境保全活動の推
進を図る。

（26年度から　環境協働・連携促進事
業）

123,727
（事業全体額）

環境協働課

ⓑ保育所・幼稚園に
おける食に関する指
導の実施

12



２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

④　思春期の保健対策の強化と健康教育の促進

ア　思春期の健康づくりと性教育の環境整備

（ア）　生と性（命の大切さ、妊娠出産のしくみ、避妊、性感染症）の教育の推進

ⓐ性教育推進事業

　性に関する今日的問題に対応し､学
校での性教育を保管するために､専門
の助産師により児童生徒及び保護者
を対象に講演会を行った。
（実施）小学校35校、中学校23校、高
等学校3校

854

　性に関する今日的問題に対応し､学
校での性教育を保管するために、専門
の医師や助産師等により児童生徒及
び保護者を対象に講演会を行う。
（予定）小学校41校､中学校17校、高
等学校3校

854 保健体育課

ⓑ学校における性教
育・エイズ教育の実
施

　児童生徒の発達段階に応じて､各学
校の教育課程に沿った教育活動全体
（保健学習や学級活動及び道徳）を通
して教諭や養護教諭等が､計画的に実
施した。
　さらに､性教育研究協力校（東谷山
中）を指定し、実践研究に取り組んだ。

32

　児童生徒の発達段階に応じて､各学
校の教育課程に沿った教育活動全体
（教科や特別活動及び道徳）を通して
教諭や養護教諭等が､計画的に実施
する。

0 保健体育課

ⓒ講師の派遣
小中高校生や保護者等を対象に思春
期保健に関する指導を行った。
・5回　1,341人

0
小中高校生や保護者等を対象に思春
期保健に関する指導を行う。

0 母子保健課

（イ）　健康な生活習慣が身につくための情報の提供

ⓐ 学 校 に おけ る 飲
酒・喫煙・薬物乱用防
止教育の実施

　児童生徒の発達段階に応じて､各学
校の教育課程に沿って､教育活動全体
（教科や特別活動等）を通して､教諭や
養護教諭等が､計画的に実施した。
　また、学校薬剤師等を講師として招
聘し､「薬物乱用防止教室」を実施し
た。

0

　児童生徒の発達段階に応じて､各学
校の教育課程に沿った教育活動全体
（教科や特別活動等）を通して教諭や
養護教諭等が､計画的に実施する。
　また、学校薬剤師等を講師として招
聘し､「薬物乱用防止教室」を実施す
る。

0 保健体育課

イ　思春期相談の推進

　性感染症予防のための啓発を行い、
性感染症の予防、早期発見早期受診
の勧奨を行った。
・「新成人の君へ」に感染症について
掲載

3,168
（事業全体額）

　性感染症予防のための啓発を行い、
性感染症の予防、早期発見早期受診
の勧奨を行う。
・「新成人の君へ」に感染症について
掲載

3,349
（事業全体額）

保健予防課

　管理職研修会や養護教諭研修会等
において､指導計画に沿った保健学習
の継続的な実施について指導し､正し
い知識の深化を図った。

14

　管理職研修会や養護教諭研修会等
において､指導計画に沿った保健学習
の継続な実施について指導し、正しい
知識の深化を図る。

14 保健体育課

ⓑエイズ、性感染症
の検査や相談

　エイズや性感染症に関する検査や
相談を実施した。
・検査：毎週火曜日（平日）、毎月第２
木曜日（夜間）、6月2日・12月1日（休
日）
・相談：保健予防課及び５保健セン
ターで随時受け付けた。（電話又は来
所）

3,168
（事業全体額）

　エイズや性感染症に関する検査や
相談を実施する。
・検査：毎週火曜日（平日）、毎月第２
木曜日（夜間）、6月1日・11月30日（休
日）
・相談：保健予防課及び５保健セン
ターで随時受け付ける。（電話又は来
所）

3,349
（事業全体額）

保健予防課

ⓒ思春期特有の心の
問題や健康に関する
相談

　思春期の児童生徒が抱える心や身
体的悩みの軽減及び解決のために､
性に関する指導の充実を図るととも
に､養護教諭等への相談がしやすい体
制づくりを行う。
　さらに、心の健康について研究協力
校（松元小）を指定し､実践研究に取り
組んだ。

32

思春期の児童生徒が抱える心や身体
的悩みの軽減及び解決のために、性
に関する指導の充実を図るとともに、
養護教諭等への相談がしやすい体制
づくりを行う。

0 保健体育課

ウ　市民や関係機関への情報の提供と協力体制の構築

ⓐエイズ・性感染症
予防の市民への情報
提供

エイズ・性感染症予防の市民への情
報提供を行った。
・市民のひろば掲載
・パンフレット等の配布
・世界エイズキャンペーン
・エイズ情報テレホンサービス

3,168
（事業全体額）

エイズ・性感染症予防の市民への情
報提供を行う。
・市民のひろば掲載
・パンフレット等の配布
・世界エイズキャンペーン
・エイズ情報テレホンサービス

3,349
（事業全体額）

保健予防課

ⓑHIV性感染症予防
研修会

エイズ対策研修の実施
・８月　医療関係者、養護教諭、福祉
職等を対象としてＨＩＶ等に関する講演
会を実施した。
・エイズ対策に従事する保健師等を研
修会や講演会に参加させた。

3,168
（事業全体額）

エイズ対策研修の実施
・８月　医療関係者、養護教諭、福祉
職等を対象としてＨＩＶ等に関する講演
会を実施する。
・エイズ対策に従事する保健師等を研
修会や講演会に参加させる。

3,349
（事業全体額）

保健予防課

ⓒ市学校保健フォー
ラム

　学校関係者、保護者及び医師会等
の関係団体が一堂に会し、児童生徒
等の今日的な健康課題について実態
把握や､情報交換を行い、連携を深め
た。

120

　学校関係者、保護者及び医師会等
の関係団体が一堂に会し、児童生徒
等の今日的な健康課題について実態
把握や、情報交換を行い、連携を深め
る。

138 保健体育課

ⓐ性感染症予防と早
期発見の啓発

13



２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

⑤　小児保健医療の推進

ア　小児保健医療水準の向上

（ア）　小児保健医療体制の整備

ⓐ救命救急センター
や総合周産期母子医
療センターの運営及
び移転建設の取組

　県内全域を対象とした第三次救急医
療機関として、重篤な救急患者の救急
医療やリスクの高い妊娠に対する医
療、高度な新生児医療等、母体及び
胎児、新生児に対する周産期医療の
充実を図るため、医療機器を購入し
た。ドクターヘリでの新生児搬送体制
の強化のため、新生児搬送機器を購
入した。また、平成27年度の新病院へ
の移転に向けて、建設工事を進めた。

2,810,452千円
（うち、2,332,332
千円は25年度
における新病院
全体の建設事
業費）

　県内全域を対象とした第三次救急医
療機関として、重篤な救急患者の救急
医療やリスクの高い妊娠に対する医
療、高度な新生児医療等、母体及び
胎児、新生児に対する周産期医療の
充実を図るため、医療機器を購入す
る。また、平成27年度の新病院への移
転に向けて、建設工事を進める。

12,489,916千円
（うち、
11,182,761千円
は26年度におけ
る新病院全体の
建設事業費）

市立病院経営
管理課・ 病院
建設室

ⓑ夜間急病センター
の運営

夜間における急病患者に医療を提供
した。
　・指定管理者　　鹿児島市医師会
　・診療日　　毎日
　・診療科目・時間
　　内科、小児科、外科、産婦人科
　　…午後７時～翌朝7時
　　　（休日午後6時開始）
　　眼科、耳鼻いんこう科
　　…午後７時～午後11時
　　　（休日午後6時開始）
　　※産婦人科、眼科、耳鼻いんこう
　　　科はオンコール制
　　※受診者数…21,994人
　　うち小児科受診者数…10,326人

327,309

引き続き夜間における急病患者に医
療を提供する。
　・指定管理者　　鹿児島市医師会
　・診療日　　毎日
　・診療科目・時間
　　内科、小児科、外科、産婦人科
　　…午後７時～翌朝7時
　　　（休日午後6時開始）
　　眼科、耳鼻いんこう科
　　…午後７時～午後11時
　　　（休日午後6時開始）
　　※産婦人科、眼科、耳鼻いんこう
　　　科はオンコール制

343,146 保健総務課

ⓒ（終）新生児専用ド
クターカーの更新

― ― ― ―
市立病院総務
課

ⓓ乳幼児健康診査事
業（再掲）

（２）－①―イ－ⓗの再掲 同左 （２）－①―イ－ⓗの再掲 同左 母子保健課

ⓔ新生児・妊産婦訪
問指導事業（再掲）

（１）－①－ア－ⓑの再掲 同左 （１）－①－ア－ⓑの再掲 同左 母子保健課

ⓕこんにちは赤ちゃ
ん事業（再掲）

（１）－①－ア－ⓒの再掲 同左 （１）－①－ア－ⓒの再掲 同左 母子保健課

ⓖ健康診査従事者の
資質向上のための研
修会の開催

保健センター職員等の研修会を開催
した。
開催回数　２回

20,691
（事業全体額）

保健センター職員等の研修会を開催
する。
開催回数　２回

27,916
（事業全体額）

母子保健課

（イ）　医療費負担の軽減

ⓐ（拡）こども医療費
助成事業

平成25年8月診療分から、小学6年生
までのこども（同年7月診療分までは、
小学校就学前までの乳幼児)の保険
診療による医療費を一部助成した。
・助成実績件数　249,059件

1,026,122
小学6年生までのこどもの保険診療に
よる医療費を一部助成する。
・助成見込件数　　315,986件

1,341,513 こども福祉課

ⓑ未熟児養育医療事
業

　未熟児に対し必要な医療費の一部
を給付した。
・実人員　216人

68,523
(事業全体額)

　未熟児に対し必要な医療費の一部
を給付する。
・実人員　279人

64,668
（事業全体額）

母子保健課

ⓒ自立支 援医 療費
（育成）支給事業

身体に障害のある児童に対して専門
的な医療により、児童の障害の回復と
健全な発育を図った。
給付人員　630人

29,807

身体に障害のある児童に対して専門
的な医療により、児童の障害の回復と
健全な発育を図る。
給付人員　500人

33,516 母子保健課

イ　乳幼児突然死症候群（ＳＩＤＳ）予防対策の推進

ⓐ乳幼児突然死症候
群予防の啓発

　SIDS予防のポスター掲示とチラシの
配布を妊産婦健康相談、乳幼児健
診、育児相談、育児教室、母親・父親
になるための準備教室で行った。

526,974
(事業全体額)

117,221
(事業全体額)

970
(事業全体額)

5,581
(事業全体額)

　SIDS予防のポスター掲示とチラシの
配布を妊産婦健康相談、乳幼児健
診、育児相談、育児教室、母親・父親
になるための準備教室で行う。

544,735
（事業全体額）

122,382
（事業全体額）

1,000
（事業全体額）

5,730
（事業全体額）

母子保健課

ⓑ分煙対策の推進
（受動喫煙防止対策
の推進）（再掲）

（２）－①－ウ－ⓑの再掲 同左 （２）－①－ウ－ⓑの再掲 同左
保健予防課
健康総務課

ⓒ妊婦への禁煙の指
導（再掲）

（２）－①－イ－ⓑの再掲 同左 （２）－①－イ－ⓑの再掲 同左 母子保健課
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

ウ　予防接種推進への取組

ⓐ予防接種事業の推
進

各種の予防接種を行った。
・急性灰白髄炎（ポリオ）
・４種混合（百日ぜき、ジフテリア、破
傷風、ポリオ）
・３種混合（百日せき、ジフテリア、破
傷風）
・２種混合（ジフテリア、破傷風）
・日本脳炎・麻しん・風しん
・麻しん及び風しん（混合）
・ＢＣＧ
・ヒブ
・小児用肺炎球菌
・子宮頸がん

1,409,130
(事業全体額)

各種の予防接種を行う。
・急性灰白髄炎（ポリオ）
・４種混合（百日ぜき、ジフテリア、破
傷風、ポリオ）
・３種混合（百日せき、ジフテリア、破
傷風）
・２種混合（ジフテリア、破傷風）
・日本脳炎・麻しん・風しん
・麻しん及び風しん（混合）
・ＢＣＧ
・ヒブ
・小児用肺炎球菌
・子宮頸がん

1,433,940
(事業全体額)

保健予防課

ⓑ予防接種に関する
情報の提供

　委託医療機関におけるポスター掲
示、就学前の幼児に対する学校への
チラシ配布、接種対象年齢到達時の
通知、1歳6か月、3歳児健診の際に接
種勧奨を行った。

1,409,130
(事業全体額)

　委託医療機関におけるポスター掲
示、就学前の幼児に対する学校への
チラシ配布、接種対象年齢到達時の
通知、1歳6か月、3歳児健診の際に接
種勧奨を行う。

1,433,940
(事業全体額)

保健予防課

エ　不慮の事故防止対策への取組

ⓐ小児の発達段階に
応じた事故防止対策
と応急手当法の普及

　小児の発達段階に応じた事故防止
対策と応急手当法の普及を妊産婦健
康相談、乳幼児健診、1歳6か月児及
び3歳児健康診査、育児教室、育児相
談、母親・父親になるための準備教室
で行った。

526,974
(事業全体額)

117,221
(事業全体額)

970
(事業全体額)

5,581
(事業全体額)

　小児の発達段階に応じた事故防止
対策と応急手当法の普及を妊産婦健
康相談、乳幼児健診、1歳6か月児及
び3歳児健康診査、育児教室、育児相
談、母親・父親になるための準備教室
で行う。

544,375
（事業全体額）

122,382
（事業全体額）

1,000
（事業全体額）

5,730
（事業全体額）

母子保健課

オ　歯科保健の充実

ⓐ乳幼児健康診査事
業（歯科健診）

　1歳6か月・3歳児健診において歯科
健診及び保健指導を行った。
・受診者数　1歳6か月児　　5,631人
　　　　　　　　3歳児　　　　　　5,566人

117,221
(事業全体額)

　1歳6か月・3歳児健診において歯科
健診及び保健指導を行う。
・受診者数　1歳6か月児　　5,460人
　　　　　　　　3歳児　　　　　　5,350人

122,382
(事業全体額）

母子保健課

ⓑ24)幼児むし歯予
防事業
25)乳幼児歯の健康
づくり事業
(25年度から(2)-⑤-
オ-ⓒと統合）

ⓒ24)就学前歯の健
康づくり事業
25)乳幼児歯の健康
づくり事業
(25年度から(2)-⑤-
オ-ⓑと統合）

ⓓ育児相談における
歯科相談と歯みがき
指導

　地域の育児相談において、歯科相
談、歯みがき指導を行った。
・受診者数　延　2,153　人

5,581
(事業全体額)

　地域の育児相談において、歯科相
談、歯みがき指導を行う。
・受診者数　延　2,033　人

5,730
（事業全体額）

母子保健課

ⓔ妊婦健康診査・健
康相談事業（歯科健
診）

　母子健康手帳交付時に歯科健診を
行った。
・受診者数　5,237　人

526,974
(事業全体額)

　母子健康手帳交付時に歯科健診を
行う。
・受診者数　5,750　人

544,375
（事業全体額）

母子保健課

⑥　慢性疾患を持つ子どもの保護者への支援

ア　個別支援の推進

ⓐ関係機関と連携し
た相談会の開催

　小児慢性特定疾患対策協議会で協
議を行った。また、保護者を対象とした
学習会を実施した。

155,981
（事業全体額）

　小児慢性特定疾患対策協議会で協
議を行った。また、保護者を対象とした
学習会を実施う。

138,998
（事業全体額）

母子保健課

イ　保護者の医療費負担の軽減

ⓐ小児慢性特定疾患
治療研究事業

　患者の医療費負担軽減のため医療
費の給付を行った。
・実人員　874人

155,981
（事業全体額）

　患者の医療費負担軽減のため医療
費の給付を行う。
・実人員　817人

138,998
（事業全体額）

母子保健課

⑦　不妊治療対策の推進

ⓐ不妊に悩む方への
特定治療支援事業

　体外受精及び顕微授精を行った夫
婦に対して費用の一部を助成した。
・支給件数　812件

103,849
（事業全体額）

　体外受精及び顕微授精を行った夫
婦に対して費用の一部を助成する。
・支給件数　765件

106,492
（事業全体額）

母子保健課

ⓑ不妊治療に関する
情報の提供と相談

　不妊に悩む方への特定治療支援事
業の内容について、市民のひろば、
ホームページで広報に努めた。

103,849
（事業全体額）

　不妊に悩む方への特定治療支援事
業の内容について、市民のひろば、
ホームページで広報に努める。

106,492
（事業全体額）

母子保健課

　医療機関に委託して１歳児の歯科健
診、保健指導、2歳児、2歳6か月児、
翌年度に小学校入学を控えた幼児を
対象に、歯科健診、フッ素塗布を行う。
・受診者数　1歳児　4,250　人
　　　　　　　　2歳児　4,300　人
　　　　　　　　2歳6か月児　4,000人
　　　　　　　　就学前　3,800人

保健予防課36,088

　医療機関に委託して１歳児の歯科健
診、保健指導、2歳児、2歳6か月児、
翌年度に小学校入学を控えた幼児を
対象に、歯科健診、フッ素塗布を行っ
た。
・受診者数　1歳児　4,160　人
　　　　　　　　2歳児　4,206　人
　　　　　　　　2歳6か月児　4,062人
　　　　　　　　就学前　3,560人

34,155
(事業全体額)
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

基本的施策：　(3)　子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備

①　次世代の親の育成

ⓐ幼稚園における未
就園児の親子登園

市立幼稚園では、未就園児の親子登
園を随時実施した。

-
市立幼稚園では、未就園児の親子登
園を随時実施する。

- 学校教育課

ⓑ保育所における子
育て広場

（1）－①－ウ－ⓕの再掲 同左 （1）－①－ウ－ⓕの再掲 同左
子育て支援推
進課

ⓒ保育所地域活動事
業（再掲）

（1）－②－イ－ⓕの再掲 同左 （1）－②－イ－ⓕの再掲 同左 保育課

②　子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備

ア　確かな学力の育成

ⓐティーム・ティーチ
ング、少人数指導、
習熟の程度に応じた
指導などの指導方法
改善の取組

　小学校では算数、中学校では数学・
英語等を中心に、児童生徒の実態に
応じて習熟の程度に応じた少人数指
導やティームティーチングを実施する
など指導方法改善に取り組んだ。

-

　小学校では算数、中学校では数学・
英語等を中心に、児童生徒の実態に
応じて習熟の程度に応じた少人数指
導やティームティーチングを実施する
など指導方法改善に取り組む。

- 学校教育課

ⓑ個性あふれる学校
づくり推進事業

　総合的な学習の時間等において体
験活動を充実させ、特色ある教育活動
を展開することにより、児童生徒一人
一人の個性を尊重し、自ら学び考える
力や豊かな人間性などの生きる力を
育成を図った。

10,293

　総合的な学習の時間等において体
験活動やキャリア教育を充実させ、特
色ある教育活動を展開することによ
り、児童生徒一人一人の個性を尊重
し、自ら学び考える力や豊かな人間性
などの生きる力を育成する。

17,700 学校教育課

ⓒ学校コンピュータ
活用推進事業

　市内の小中学校の特別教室用コン
ピュータを更新し、大型電子黒板とタ
ブレットＰＣを１校平均８台を整備し、
教科指導におけるＩＣＴ活用を推進し
た。また、鹿児島商業高校の実習室等
５教室のコンピュータ機器等の更新を
行った。

137,752

　教育情報ネットワークシステム活用
推進事業及び学校コンピュータ活用推
進事業(機器更新及びＩＣＴ支援員)を
統合。機器等の適切な維持管理を行
うともに、新規インターネット回線の契
約により、より安心・安全なシステムと
ネットワーク環境の構築を図る。

233,026 学校教育課

ⓓ小学校における英
会話活動の推進

　５６名の英会話活動協力員を各小学
校に,１～４年生では年間平均３時間、
５・６年生では年間平均１４．５時間派
遣した。学級担任がＡＥＡと連携を取
り、充実した外国語活動の時間になっ
た。校内研修や８月実施の小学校英
語教育講座、市英語教育講座を実施
し、望ましい授業の在り方について理
解を深めた。

22,917

　５６名の英会話活動協力員を各小学
校に、１～４年生では年間３時間、５・
６年生では年間１５時間派遣する予定
である。　学級担任とＡＥＡとの打合せ
時間を確保させ、指導案や教材作り等
を検討することで、効果的な外国語活
動となることを期待している。小学校英
語教育講座と市英語教育講座等解を
８月同日開催にし、外国語活動の今後
のすすめ方について理解を深める。

21,902 学校教育課

ⓔ学力検査の実施
　全小学６年生に４教科（国、社、算、
理）、全中学３年生に５教科（国、社、
数、理、英）の学力検査を実施した。

15,696
　全小学６年生に４教科（国、社、算、
理）、全中学３年生に５教科（国、社、
数、理、英）の学力検査を実施する。

17,127 学校教育課

イ　豊かな心の育成

ⓐ教育相談の充実事
業

　面接や電話による教育相談室での
教育相談やスクールカウンセラーによ
る小・中・高等学校を訪問してのカウン
セリング等を行った。

48,810

　面接や電話による教育相談室での
教育相談やスクールカウンセラーによ
る小・中・高等学校を訪問してのカウン
セリング等を行う。

47,731 青少年課

ⓑスクールソーシャ
ルワーカー活用事業

　スクールソーシャルワーカーを活用
し、様々な課題を抱えた児童生徒に対
し、当該児童生徒が置かれた環境へ
働きかけたり、関係機関等とのネット
ワークを活用したりするなど、多様な
支援方法を用いて、課題解決への対
応を図った。

7,332

　スクールソーシャルワーカーを活用
し、様々な課題を抱えた児童生徒に対
し、当該児童生徒が置かれた環境へ
働きかけたり、関係機関等とのネット
ワークを活用したりするなど、多様な
支援方法を用いて、課題解決への対
応を図る。

8,093 青少年課

ⓒ不登校児童生徒支
援事業

　適応指導教室を市内５ヶ所に設置
し、不登校児童生徒への支援や保護
者への相談に応じる。また、学習支援
員を適応指導教室に配置し、家庭を訪
問して学習支援を実施した。

21,193

　適応指導教室を市内５ヶ所に設置
し、不登校児童生徒への支援や保護
者への相談に応じる。また、学習支援
員を適応指導教室に配置し、家庭を訪
問して学習支援を実施する。

27,785 青少年課

ⓓ道徳教育研究会

　道徳の時間の授業を通して、その意
義の理解を図りながら指導法の工夫・
改善を図るとともに、学校や家庭、地
域の方々の協力による開かれた道徳
教育の充実を図ることができた。
・ 会場　草牟田小学校
・ 参加者　２２１人

8

　道徳の時間の授業を通して、その意
義の理解を図りながら指導法の工夫・
改善を図るとともに、学校や家庭、地
域の方々の協力による開かれた道徳
教育の充実に資する。
・ 会場　伊敷中学校

8 学校教育課

ⓔこころの言の葉コ
ンクール

　中学生とその保護者の手紙文コン
クールを実施し、優秀作品集を編集
し、市内の全中学生に配布した。

1,257
　中学生とその保護者の手紙文コン
クールを実施し、優秀作品集を編集
し、市内の全中学生に配布する。

1,297 学校教育課

ⓕ鹿児島芸術鑑賞事
業

　地元芸術家による派遣公演を実施し
た（芸術家派遣プロジェクト）
派遣校：小・中学校35校
　中央の文化芸術団体による学校巡
回公演を実施する（学校巡回芸術劇
場） 派遣校：小学校10校
　市内の小学校6年生を劇団四季
ミュージカル鹿児島公演観劇会に無
料招待した。（児童数）5,993人
　平成25年度に開催された市民文化
ホールの自主文化事業「シルヴィ・ギ
エムオン・ステージ」に，鹿児島市内在
住の小学4年生～中学３年生(保護者
同伴）(60組120人)を無料招待した（子
供のための舞台芸術鑑賞事業）.

12,476

　地元芸術家による派遣公演を実施
する（芸術家派遣プロジェクト）
  派遣校：小・中学校35校
　中央の文化芸術団体による学校巡
回公演を実施する（学校巡回芸術劇
場）   派遣校：小学校9校
　市内の小学校6年生を劇団四季
ミュージカル鹿児島公演観劇会に無
料招待する。（児童数見込み）約6,100
人
　平成26年度に開催される市民文化
ホールの自主文化事業のうち，国内
外の優れた舞台芸術事業に鹿児島市
内在住の小学4年生～中学３年生(保
護者同伴）を無料招待する（子供のた
めの舞台芸術鑑賞事業）.

16,401 文化振興課

主な施策 所管課

16



２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

ⓖかごしまメルヘン
館等における読み聞
かせ等の実施

　かごしま近代文学館・メルヘン館、市
民文化ホール等において、子どもたち
が本や音楽に親しむことができるよう、
読み聞かせや音楽鑑賞のイベントを
実施した。
　・読み聞かせ　　114回
　・音楽鑑賞　 　 　22回

583,695
(事業費全体)

　かごしま近代文学館・メルヘン館、市
民文化ホール等において、子どもたち
が本や音楽に親しむことができるよう、
読み聞かせや音楽鑑賞のイベントを
実施する。
　・読み聞かせ　　約100回
　・音楽鑑賞　　 　約20回

600,932
(事業全体額)

文化振興課

(a)  保育所
　こどもの心が育つ保育推進事業補
助金
　入所児童の情操教育事業等に要す
る経費の一部を補助を行った。
　補助対象保育所：97か所

14,267

(a)  保育所
　こどもの心が育つ保育推進事業補
助金
　入所児童の情操教育事業等に要す
る経費の一部を補助する。
　補助対象保育所：100か所

15,727 保育課

（ｂ）幼稚園
　私立幼稚園の学級数に応じて、絵本
に親しむ活動費、読み聞かせ奨励費
の補助を行った。（私立幼稚園協会加
入園）

11,122

（ｂ）幼稚園
　私立幼稚園の学級数に応じて、絵本
に親しむ活動費、読み聞かせ奨励費
の補助を行う。（私立幼稚園協会加入
園）

11,292 保育課

ⓘ読み聞かせ講師派
遣事業

　幼稚園や小学校等の要望に応じて、
読み聞かせ講師を派遣し、子どもの読
書活動を支援した。講師派遣回数：24
回

140
　子どもの読書活動を推進するため、
要望に応じて読み聞かせ講師を派遣
する。

120 図書館

ウ　健やかな体の育成

ⓐ運動部活動活性化
事業

　運動部活動の専門的な指導者を必
要とする市立中・高等学校に指導協力
者を派遣し、各学校の運動部活動の
活性化と望ましい運営及び指導の充
実を図った。
人員・回数；４０人・年間1人４２回

6,815

　運動部活動の専門的な指導者を必
要とする市立中・高等学校に指導協力
者を派遣し、各学校の運動部活動の
活性化と望ましい運営及び指導の充
実を図る。
人員・回数；４３人・年間1人３９回

6,804 保健体育課

ⓑ体育実技講習会

　職務や経験年数、教科領域等の課
題を踏まえて研修内容を充実し、教職
員の資質を向上させるための講習会
を行った。
　小・中・高等学校教員水泳指導法講
習会
　小学校体育実技講習会
　中・高等学校体育実技講習会
弓道指導者講習会

95

　職務や経験年数、教科領域等の課
題を踏まえて研修内容を充実し、教職
員の資質を向上させるための講習会
を行う。
　小・中・高等学校教員水泳指導法講
習会
　小学校体育実技講習会
　中・高等学校体育実技講習会
  弓道指導者講習会(隔年開催)

70 保健体育課

ⓒ学校保健担当者研
修会、養護教諭等研
修会

　４月、学校保健担当者に対して､学校
保健、学校安全に関する管理と指導
の仕方について研修会を実施した。ま
た､養護教諭等に対しても､養護教諭
の役割及び定期健康診断の概要と実
施等について研修会を実施した。
　８月、学校保健担当者及び養護教諭
に対して､研修会を実施した。

14

　４月、学校保健担当者に対して、学
校保健、学校安全に関する管理と指
導の仕方について研修会を実施する。
　また、養護教諭等に対しても、養護
教諭の役割及び定期健康診断の概要
と実施等について研修会を実施する。
 ８月、学校保健担当者及び養護教諭
に対して、研修会を実施する。

14 保健体育課

ⓓ定期健康診断の実
施と事後指導の充実

　医師会、歯科医師会等の協力のも
と､6月29日までに児童生徒の定期健
康診断を実施した。有所見者に対して
は治療勧告をするととに､心臓、腎臓
等の精密検査を行った。

51,203

　医師会、歯科医師会等の協力のも
と、6月30日までに児童生徒の定期健
康診断を実施する。有所見者に対して
は治療勧告をするとともに、心臓、腎
臓等の精密検査を行う。

53,706 保健体育課

ⓔスポーツ少年団の
育成

（参加者）
・ブロック別交歓交流大会（7,095人）
・競技別交歓交流大会（7,985人）
・年末クリーン作戦（7,337人）
・初級ジュニア・リーダースクール
（78人）

1,900

　ブロック別・競技別交歓交流大会や
年末クリーン作戦、ジュニア・リーダー
スクールを開催予定

1,900 保健体育課

ⓕ地域スポーツクラ
ブの運営活性化

・スポーツ教室開催　（206回）
・松本山雅FC　加藤　善之氏による講
演会開催（2月11日）
・「地域が育てる運動好きな子どもた
ち」スポーツ教室の開催(１３教室)
・鹿児島市地域スポーツクラブ育成連
絡協議会を開催（4月27日、3月29日）
・鹿児島市地域スポーツクラブ対抗ソ
フトバレーボール交流大会開催　（6月
30日）

5,838

　地域スポーツ教室等の運営委託、相
互研修会、交流スポーツ大会を実施
予定

2,905 保健体育課

ⓖ市民生き生きスポ・
レクフェスタ

　市民生き生きスポ・レクフェスタ2013
を、鹿児島アリーナをメイン会場に開
催。
参加者：　6,824人

3,373

　市民生き生きスポ・レクフェスタ2014
で、27種目（ティーボール・ドッジボー
ル・フットサル等）の大会及び体験種
目を実施予定。
　　開催日：平成25年10月13日、11月
22日・23日・24日

3,358 保健体育課

エ　信頼される学校づくり

ⓗ保育所、幼稚園に
おける絵本の読み聞
かせ活動の推進
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

ⓐ教職員研修の充実

　経験に応じた研修、専門性を高める
研修、職能に応じた研修会を118回実
施し、専門的知識や技能面の向上を
図った。

9,921

　経験に応じた研修、専門性を高める
研修、職能に応じた研修会を115回実
施し、専門的知識や技能面の向上を
図る。

9,215
学校教育課ほ
か

ⓑ学校評価の推進
　全ての学校で、教職員が行う内部評
価、保護者や地域住民が行う関係者
評価等を実施した。

―
　全ての学校が、実施した内部評価及
び関係者評価を学校便りやホーム
ページ等で公表する。

― 学校教育課

ⓒ幼稚園と小学校と
の連携の推進

小学校長・幼稚園長・教員を対象に、
21ブロックで幼・小連携研修会を実施
した。（指導主事の派遣率：H27目標値
75％）

96

小学校長・幼稚園長・教員を対象に、
21ブロックで幼・小連携研修会を実施
する。（指導主事の派遣率：H27目標
値75％）

129 学校教育課

ⓓ保育所と小学校と
の連携の推進

小学校が入学前の検診及び入学説明
会を実施する際に連携を図った。
　また、子どもの育ちを小学校につな
ぐための資料である保育所児童保育
要録を保育園から小学校へ送付し連
携を図った。

―

小学校が入学前の検診及び入学説明
会を実施する際に連携を図る。
　また、子どもの育ちを小学校につな
ぐための資料である保育所児童保育
要録を保育園から小学校へ送付し連
携を図る。

― 保育課

オ　幼児教育の推進

ⓐ私立幼稚園協会に
対する助成

　市私立幼稚園協会に対して、協会運
営費の補助を行った。

3,494
　市私立幼稚園協会に対して、協会運
営費の補助を行う。

2,188 保育課

ⓑ市保育園協会に対
する助成

（1）－②－ウ－ⓐの再掲 同左 （1）－②－ウ－ⓐの再掲 同左 保育課

ⓒ（拡）幼稚園就園奨
励費補助事業

　私立幼稚園に就園する3～5歳児の
保護者の所得状況に応じて、設置者
が保育料等を減免した場合に補助し
た。
補助対象者　8,895人

927,241

　私立幼稚園に就園する3～5歳児の
保護者の所得状況に応じて、設置者
が保育料等を減免した場合に補助す
る。
補助対象者　8,765人

1,097,613 保育課

ⓓ多子世帯保育料等
軽減事業

　私立幼稚園に就園する3～5歳児の
多子世帯（１８歳未満の子を３人以上
扶養している世帯）の保護者で比較的
所得の低い者に対し、設置者が３人目
以降の保育料等を減免した場合に補
助した。
　補助対象者　374人

12,371

　私立幼稚園に就園する3～5歳児の
多子世帯（１８歳未満の子を３人以上
扶養している世帯）の保護者で比較的
所得の低い者に対し、設置者が３人目
以降の保育料等を減免した場合に補
助する。
　補助対象者　389人

10,956 保育課

ⓔ私立幼稚園施設・
設備等助成事業

申請園数：6園
（整備の内訳）
　・園舎の増改築等　　　2園
　・大型備品等の購入 　4園

15,400

申請予定園数：12園
（整備の内訳）
　・園舎の増改築等　　　9園
　・教育環境の整備　　　2園
　・大型備品等の購入 　5園
　※3園については複数の整備を同時
に申請予定

38,813 保育課

ⓕ（拡）児童福祉施設
整備費等補助事業

　保育所等の施設・設備を整備し、入
所児童の安全の向上と保育環境の充
実を図るとともに、待機児童解消のた
めの施設整備を行った。
  増改築1件（24・25年度継続事業）
  分園・第二保育園（25・26年度継続
事業）

299,260

　保育所等の施設・設備を整備し、入
所児童の安全の向上と保育環境の充
実を図るとともに、待機児童解消のた
めの施設整備行う。
  増築・分園及び幼保連携型認定こど
も園の整備…900人定員増予定
  ※26年度においても、引き続き「安心
こども基金」を活用した整備を推進す
る。

1,467 保育課

ⓖ待機児童解消のた
めの保育所施設整備
費等補助事業

定員増を伴う新築・改築又は小規模
の施設整備を行う社会福祉法人等に
対し、その経費の一部を補助すること
により、待機児童解消のための定員
増を促進する事業であるが、安心こど
も基金との併給を禁止しているため、
平成25年度においては実施予定なし。

―

定員増を伴う新築・改築又は小規模
の施設整備を行う社会福祉法人等に
対し、その経費の一部を補助すること
により、待機児童解消のための定員
増を促進する事業であるが、安心こど
も基金との併給を禁止しているため、
平成26年度においては実施予定なし。

― 保育課

③　家庭や地域の教育力の向上

ア　家庭教育への支援

ⓐ家庭教育学級
　小学校、中学校の１１７学級で、さま
ざまな学習活動が実施され、８，１１７
人が参加した。

2,148

　家族関係や家庭教育のあり方を身
につけ、健全な子どもの育成を図るこ
とを目的として、保護者への学習機会
を提供するために、開設と運営を依頼
する。

2,760 生涯学習課

ⓑ明日の母親と父親
のための家庭教育講
座

　市立病院と５つの保健センターで年
４回実施され、４６２人の妊婦とその配
偶者が参加して家庭教育について学
習した。

190

　市立病院と５つの保健センターで妊
婦とその配偶者を対象に、親子の絆
づくりと発達段階に応じたしつけ方等
について学習する場として家庭教育講
座を開設する。

240 生涯学習課
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

ⓒ乳幼児期の家庭教
育セミナー

　３３の幼稚園や保育園（所）におい
て、保護者を対象に家庭教育セミナー
が実施され、２，８１６人が参加した。

771
　幼稚園・保育園（所）と連携し、乳幼
児を持つ保護者を対象とした「家庭教
育セミナー」の実施を依頼する。

780 生涯学習課

ⓓ家庭教育に関する
プラザ講座の開設

平成２５年度は
①の講座で１３人、
②は２６人
③は１１人
④は２０人
合計７０人が家庭教育に関するプラザ
講座を受講した。

360

　乳幼児期の子を持つ母親を対象に
各発達の段階に応じた子育てや親の
あり方について学習する講座を実施す
る。
①お子さんのための健康セミナー
②すこやかベビーのびのび子育て講
座
③乳幼児期子育てほっとスマイルセミ
ナー
④ハッピーママのベビーマッサージ教
室

360 生涯学習課

ⓔ家庭教育相談員の
養成研修への派遣

　４地域公民館より、４名の社会教育
指導員を県主催の「家庭教育相談員
の養成研修」に派遣した。

17

　県教委社会教育課主催で開催され
る「家庭教育相談員の養成研修会」に
派遣し、子育てを取り巻く現代的な課
題とその解決のための家庭教育のあ
り方、家庭教育に関する相談への対
応についての研修を通して、資質、指
導力、対応力の向上を図る。
　生涯学習課及び各地域公民館の社
会教育指導員を派遣予定

21 生涯学習課

ⓕ母親・父親になる
ための準備教室（再
掲）

（2）－①－ア－ⓑの再掲 同左 （2）－①－ア－ⓑの再掲 同左 母子保健課

ⓖ（追加）絵本ガイド
配付

 子どもが主体的に読書活動に取り組
む環境づくりを推進するため、幼稚園
等を通じて全4歳児に絵本ガイド（4～6
歳児向け）を配付した。
配布数：6,655冊

0

 子どもが主体的に読書活動に取り組
む環境づくりを推進するため、幼稚園
等を通じて全4歳児に絵本ガイド（4～6
歳児向け）を配付する。

305 図書館

ⓗ（追加）親子読書教
室や読み聞かせ講座
の開催

　読書の楽しさを知り、望ましい読書習
慣の手立てや方法を探るとともに、親
子の絆や心のふれあいを深めること
ができた。
・家族ふれあい読み聞かせ教室（年2
回）合計38人参加
・楽しい親子読書教室（年２回）合計32
人参加

39

　読書の楽しさを知り、望ましい読書習
慣の手立てや方法を探るとともに、親
子の絆や心のふれあいを深めること
ができるようにする。

43 図書館

ⓘ（追加）読み聞かせ
講師派遣事業(再掲）

（３）－②－イ－ⓘの再掲 同左 （３）－②－イ－ⓘの再掲 同左 図書館

イ　地域の教育力の向上

ⓐ父親セミナー
３９の中学校で、父親セミナーが開設
され、５，２３９人が参加した。

330

　市内の各中学校に、思春期における
子育てのあり方や、親のあり方を学ぶ
機会を設けるために「父親セミナー」の
開設を依頼する。

500 生涯学習課

ⓑ少年自然の家事業

・夏も近づく親子で茶摘み
4/28　35家族126人参加
・夏休み親子クラフト教室
8/4　18家族52人参加
・ファミリーキャンプで夏の思い出づくり
8/24～25　19家族69人参加
・アウトドアクッキングに挑戦しようⅠ
9/15　27家族94人参加
・どんぐりで遊ぼうIN伊敷公民館
10/12　42家族125人参加
・アスレチックで楽しく遊ぼう
11/10　悪天候のため中止
・クリスマスグッズを作ろう
12/1　51家族153人参加
・ミニ門松を作ろうⅠ・Ⅱ
12/21　40家族129人参加
・ミニ門松を作ろうⅠ・Ⅱ
12/22　40家族131人参加
・グニャグニャ凧を作って揚げよう
1/26　28家族96人参加
・アウトドアクッキングに挑戦しようⅡ
2/2　19家族71人参加

534
（事業全体額）

・夏も近づく親子で茶摘み  4/27
・ファミリーキャンプで夏の思い出づく
り
7/26～27
・夏休み親子クラフト教室  8/10
・アウトドアクッキングに挑戦しよう
9/14
・自然の家がやってきた  11/22
・クリスマスリースを作ろう  12/7
・クリスマミニツリーを作ろう  12/7
・ミニ門松を作ろうⅠ  12/20
・ミニ門松を作ろうⅡ  12/21
・冬を楽しもう（凧作り・ぜんざい）
1/25
・屋外でピザ焼きに挑戦しよう  2/1
・春の寺山ハイキング  3/8

535
（事業全体額）

少年自然の家

ⓒ宮川野外活動セン
ター管理運営事業

・親子陶芸教室4/6，4/20、参加80人
・宮川親子フェスタ5/19、参加87人
・夏季利用団体指導者研修会7/7、参
加13人
・親子1日サマーキャンプ7/13、参加
101人
・秋を楽しむ親子のつどい11/9、参加
72人
・親子しめなわづくり・もちつき大会
12/14、参加87人

5,596

・親子陶芸教室4/5，4/19
・宮川親子フェスタ5/18
・夏季利用団体指導者研修会7/6
・親子1日サマーキャンプ7/12
・秋を楽しむ親子のつどい11/8
・親子しめなわづくり・もちつき大会
12/13

6,268 青少年課

ⓓ市民体力づくり事
業（親子ふれあい水
泳教室）

年3回実施。
参加者数：　594人

1,594
　親子ふれあい水泳教室を開催（定
員：1回で30組60人、第3回まで実施）

1,648 保健体育課
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

ⓔ海洋性スポーツ事
業

　ジュニアヨット教室を開催
（14人）
　シーカヤック体験講座を開催
（79組158人）
　ヨットとふれあう帆走体験を開催
（268人）

2,681

　ジュニアヨット教室を開催
（定員：30人）
　シーカヤック体験講座を開催
（定員：120組240人）
　ヨットとふれあう帆走体験を開催
（定員：480人）

2,841 保健体育課

ⓕブックスタート事業

　0歳児とその保護者に絵本・絵本ガイ
ド（０～3歳児向け）等を配付し、家庭で
の読み聞かせを通じて赤ちゃんの言
葉と心を育むとともに、家族のあたた
かい心の交流を支援した。
配付数　　　６，２４１冊

2,990

　0歳児とその保護者に絵本・絵本ガイ
ド（０～3歳児向け）等を配付し、家庭で
の読み聞かせを通じて赤ちゃんの言
葉と心を育むとともに、家族のあたた
かい心の交流を支援する。
　：出生届の際に市民課・各支所市民
係で配付

3,461 図書館

ⓖ 親 子 ふ れ あ い
ウィーク

　ゴールデンウィーク期間中に、ふれ
あいステージ、古代の火おこし体験等
を実施し、家族で一緒に楽しく過ごす
場を提供する。
　内　　　容：ふれあいステージ・子ども
の日ステージ・火おこし体験、考古館ミ
ステリークイズラリー・怪盗Ｋと公園で
勝負など
　(実績)参加者数：　3,229人

―

　ゴールデンウィーク期間中に、ふれ
あいステージ、古代の火おこし体験等
を実施し、家族で一緒に楽しく過ごす
場を提供する。
　内　　　容：ふれあいステージ・子ども
の日ステージ・火おこし体験・いま！一
番楽しいこども縁日！など
　(実績)参加者数：　2,705人

―

文化課
（ふるさと考古
歴史館）

ⓗ夏休み親子体験学
習教室

　夏休み期間中に、古代の生活の一
部を体験する古代体験学習を実施し、
歴史や埋蔵文化財に対する理解を深
めてもらうとともに、親子が語らう場を
提供する。
　（見込み）内　　　容：勾玉づくり、土
器づくり。土笛・土鈴づくり
　（実績）参加者数：　452人

―

夏休み期間中に、古代の生活の一部
を体験する古代体験学習を実施し、歴
史や埋蔵文化財に対する理解を深め
てもらうとともに、親子が語らう場を提
供する。
　（見込み）内　　　容：勾玉づくり、土
器づくり。土笛・土鈴づくり
　（見込み）参加者数：　660人

―

文化課
（ふるさと考古
歴史館）

ⓘ（拡）学校支援ボラ
ンティア事業

平成２５年度は、３６本部７０小学校で
事業を実施。ボランティア登録者数６７
７４人、活動数、１２，９３０人、述べ活
動者数５０，０９２人が活動した。

45,240

平成２６年度は、新たに新規実施校を
８校増やし、３６本部７８校(地域コー
ディネーター３６人)で事業を展開す
る。

46,747 生涯学習課

ⓙかごしま環境未来
館環境学習推進事業
（再掲）

（2）－③－ⓔの再掲 同左 （2）－③－ⓔの再掲 同左 環境協働課

ⓚ親子で学ぼう、ご
みのリサイクルの実
施

　かごしま環境未来館、北部清掃工
場、リサイクル施設などを見学して、ゴ
ミの分別やリサイクルに関する学習を
行なった。
開催日：H25.7.26（年1回）
参加人員：63名（保護者27名、児童36
名）

169 事業廃止 ― 廃棄物指導課

ⓛグリーン・ツーリズ
ム推進事業

　都市部住民と農村地域の交流を通し
て、地域の活性化を図るグリーン・
ツーリズムを推進した。
【農作業体験学習の促進】
農業に対する理解を深め、関心を持た
せるための効果的な農業体験学習を
９地区において支援した。

1,166

　都市部住民と農村地域の交流を通し
て、地域の活性化を図るグリーン・
ツーリズムを推進する。
【農作業体験学習の促進】
農業に対する理解を深め、関心を持た
せるための効果的な農業体験学習を
９地区において支援する。

1,081
グリーンツーリ
ズム推進課

④　有害環境から子どもを守る対策の推進

ⓐ 青 少 年 補 導 セ ン
ター事業

　青少年の非行を防止し、健全育成を
図るため、街頭補導、電話相談、青少
年健全育成のための広報啓発活動な
どの事業を行った。

11,090

　青少年の非行を防止し、健全育成を
図るため、街頭補導、電話相談、青少
年健全育成のための広報啓発活動な
どの事業を行う。

11,470 青少年課

ⓑ青色回転灯を使用
した児童生徒の安全
パトロール

　青色回転灯を整備した教育委員会
の公用車7台により、パトロールを行っ
た。

0
　青色回転灯を整備した教育委員会
の公用車7台により、パトロールを行
う。

0 青少年課

ⓒ青少年問題協議会

ネット対策リーフレットを作成・配布し
た。
また、市広報番組でネットトラブルにつ
いて啓発した。

491
関係機関・団体の代表が全市的な立
場で青少年育成について研究協議す
る。

573 青少年課
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

基本的施策：　(4)　子育てを支援する生活環境の整備

①　良質な住宅の確保

ⓐ市営住宅建設事業
子育て支援住宅整備
事業
子育て仕様住戸の整
備

　低廉な家賃で賃貸する市営住宅の
建設を行った。※（　）内は子育て仕様
住戸の戸数である。
着工：西伊敷49戸(5戸)、三和30戸(3
戸)
完成：辻ヶ丘26戸、大明丘33戸、
　　　　ラメール中名15戸
設計：大明丘（子育て仕様住戸を含
む）、星ケ峯（子育て支援住宅）
　
　また、合併した５町地域の地域活性
化住宅は、子供のいる若い夫婦世帯
等が対象であるが、事業の実効性を
確保するために、定期借家制度を導
入している。
土地取得：宮

1,093,868

　低廉な家賃で賃貸する市営住宅の
建設を行う。※（　）内は子育て仕様住
戸の戸数。
着工：大明丘31戸(3戸)
完成：西伊敷49戸(5戸)、三和30戸(3
戸)
・子育て支援住宅
着工、完成：星ケ峯9戸
・子育て仕様・支援住戸は事業の実効
性を確保するために、定期借家制度を
導入予定。
　
　また、合併した５町地域の地域活性
化住宅は、子供のいる若い夫婦世帯
等が対象であるが、事業の実効性を
確保するために、定期借家制度を導
入している。
設計：宮

1,402,391 住宅課

ⓑ既存集落活性化住
宅建設事業

　指定既存集落の活性化を図るため、
市営住宅の建設を行った。
着工：犬迫　10戸
　子供のいる若い夫婦世帯等が入居
対象であるが、事業の実効性を確保
するために、定期借家制度を導入して
いる。

89,636

　指定既存集落の活性化を図るため、
市営住宅の建設を行う。
完成：犬迫　10戸
　子供のいる若い夫婦世帯等が入居
対象であるが、事業の実効性を確保
するために、定期借家制度を導入して
いる。

165,848 住宅課

ⓒ子育て世帯向け市
営住宅支援事業

　空家募集の際、空家２戸のうち１戸
を子育て世帯（小学生以下の子供の
いる世帯）向け住宅として、別枠募集
を行った。
募集戸数：57戸

0

　空家募集の際、空家２戸のうち１戸
を子育て世帯（小学生以下の子供の
いる世帯）向け住宅として、別枠募集
を行う。

0 住宅課

②　良好な居住環境の確保

ⓐちびっこ広場の整
備

施設修繕：　36件
樹木剪定：　　9件
法面除草：    6件
遊具設置等：23件
ちびっこ広場数：97か所（年度末）

11,336
ちびっこ広場の施設修繕、樹木剪定、
法面除草等を行う。

14,092
保育課
谷山福祉課

ⓑ（終）都市公園建設
事業（補助）

― ― ― ― 公園緑化課

ⓒ都市公園建設事業
（単独）

　用地の借上げ等により新たに公園を
設置した。（中名駅前公園、星ケ峯第
24公園）

45,585
本名町大原地区に公園を新設するた
め、測量設計を行う。

4,900 公園緑化課

ⓓ都市公園再整備事
業

　公園施設の改良及び補修を行った。
　(園路、照明灯、優先トイレ等)

51,373
　公園施設の改良及び補修を行う。
　(園路、照明灯、優先トイレ等)

60,224 公園緑化課

ⓔ都市公園安心安全
対策推進事業

　公園施設のバリアフリー化等を行っ
た。(優先トイレ等)

79,446
　公園施設のバリアフリー化等を行う。
　(優先トイレ等)

70,715 公園緑化課

ⓕ地球温 暖化 対策
「市民・事業者協働」
事業

　温室効果ガスの削減対策として、市
内の住宅用太陽光発電で作られたグ
リーン電力をかごしま環境未来館等に
導入する。
　（実績）件数：385件
　　　　　　購入量：499,075kwh

12,630 事業廃止 ― 環境協働課

ⓖ天文館公園再整備
事業（23年度は都市
公園再整備事業で実
施）

遊具の設置や柵、サイン、植栽等の整
備を行い、10月末に供用開始した。

37,278 － ― 公園緑化課

ⓗＪＴ跡地緑地整備
事業

実施なし 0
エントランス広場、杜の広場、多目的
広場、休養散策園路等の整備を行う。

235,400 公園緑化課

ⓘ鹿児島駅周辺都市
拠点総合整備（都市
の杜）事業

基本計画を作成した。 2,520
「都市の杜」の基本設計・実施設計や
用地取得を行う。

484,659 公園緑化課

③　安全な道路交通環境の整備

ⓐ幹線道路整備事業
「幹線道路整備計画」に基づき、幹線
市道の拡幅等の整備を行った。
整備延長　L=2.1km

815,374
（※他事業で実
施した金額を含

む）

「幹線道路整備計画」に基づき、幹線
市道の拡幅等の整備を行う。
整備延長　L=2.1km

1,380,373
（※他事業で実
施した金額を含

む）

道路建設課

ⓑ市道バリアフリー
推進事業

「市道バリアフリー推進計画」に基づ
き、歩道の段差解消や勾配の緩和等
の整備を行った。
整備箇所　393か所

169,741

「市道バリアフリー推進計画」に基づ
き、歩道の段差解消や勾配の緩和等
の整備を行う。
整備箇所　260か所

167,320 道路建設課

主な施策 所管課
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

④　安心して外出できる環境の整備

ⓐ公共施設のトイレ
や授乳室等の整備

　授乳やおむつ替えのためのスペース
を設置することで、安心して子どもと外
出できる環境を整備した。

－
　授乳やおむつ替えのためのスペース
を設置することで、安心して子どもと外
出できる環境を整備する。

－
子育て支援推
進課

ⓑノンステップバスの
導入

すべての人にとって利用しやすい乗り
物として、低公害低床型バス15両を購
入した。（大型14両、小型1両）

327,889
すべての人にとって利用しやすい乗り
物として、低公害低床型バス10両を購
入する。

284,970 バス事業課

ⓒ（終）新船建造事業
（櫻島丸代替船）

― ― ― ― 船舶運航課

ⓓ（拡）新船建造事業
（環境にやさしい新船
の建造）

２５年度：工事請負契約（詳細設計） 33,492 ２６年度：建造、竣工、就航 1,474,137 船舶運航課

ⓔ(終）船舶リニュー
アル事業

― ― ― ― 船舶運航課

ⓕ都市公園リフレッ
シュ事業（再掲）

（４）－②－ⓓの再掲 同左 （４）－②－ⓓの再掲 同左 公園緑化課

ⓖ都市公園安心安全
対策推進事業（再掲）

（４）－②－ⓔの再掲 同左 （４）－②－ⓔの再掲 同左 公園緑化課

⑤　安全・安心のまちづくりの推進等

ⓐ安心安全まちづく
り事業

　「安心安全まちづくり推進会議」にお
いて、安心安全に係る各種施策・事業
及び暴力団排除条例について協議し
たほか、安心安全まちづくりアドバイ
ザー1人を配置するとともに、安心安全
まちづくりについての広報啓発を行っ
た。
・安心安全まちづくり作品コンクール＜
標語＞実施
　応募数　11,960点
　入賞作品数　特選6点、入選30点
・安心安全まちづくり推進会議（年５回
開催）
　　委員20人
     (5月17日、7月4日、
      8月6日、11月21日、1月7日)
※うち３回分の経費は、暴力団排除条
例制定事業で支出

3,481

安心安全まちづくりアドバイザーを配
置するとともに、安心安全まちづくりに
ついての広報啓発や安心安全まちづ
くりを総合的に推進するための「安心
安全まちづくり推進会議」の運営など
を行う。
また、平成２６年４月１日に施行した本
市暴力団排除条例についての暴力団
排除に係る広報、啓発に取り組む。
・安心安全まちづくりアドバイザー　１
人
・安心安全まちづくり作品コンクール＜
標語＞を実施する。
　入賞作品数　特選6点、入選30点
・安心安全まちづくり推進会議（年２回
開催予定）
　委員20人
・暴力団排除条例ポスター、リーフレッ
ト、チラシの配布

4,870 安心安全課

ⓑ 安 心 安 全 パ ー ト
ナーシップ事業

　犯罪等の未然防止に関する市民意
識の向上を図ったとともに、市民自ら
が行う地域の安全の確保に関する自
主的な活動の促進等を図った。
○安心安全まちづくり市民大会の開催
（9月29日開催　宝山ホール　参加者
数1,400人）
○防犯パトロール用品の支給　35団
体（新規16　再支給19）
○青パト用品の支給　39台
○安心安全研修会の開催　38回

7,433

　犯罪等の未然防止に関する市民意
識の向上を図るとともに、市民自らが
行う地域の安全の確保に関する自主
的な活動の促進等を図る。
○安心安全まちづくり市民大会の開催
（10月25日開催　宝山ホール　参加予
定者数1,400人）
○防犯パトロール用品の支給　76団
体
○青パト用品の支給　20台
○安心安全研修会の開催　45回

9,670 安心安全課

ⓒ青色防犯パトロー
ル隊活動費補助事業

　ガソリンなど燃料費の高騰による青
色防犯パトロール隊の活動費の負担
軽減を図るため、燃料費等の活動費
補助を行い、青パトによる防犯活動の
積極的な展開を図るとともに、青色防
犯パトロール隊の結成を促進した。
139台（56団体）に補助

2,390

　ガソリンなど燃料費の高騰による青
色防犯パトロール隊の活動費の負担
軽減を図るため、燃料費等の活動費
補助を行い、青パトによる防犯活動の
積極的な展開を図るとともに、青色防
犯パトロール隊の結成を促進する。
159台に補助予定

2,763 安心安全課

ⓓ安心安全地域リー
ダー育成事業

　地域の防犯・事故防止、防災活動の
リーダーを育成するため、「鹿児島市
安心安全アカデミー」を開催した。
○防犯・事故防止基礎コース、防災基
礎コース
　　各コース8回・受講者計83人　修了
者計73人
○防犯・事故防止マスターコース、防
災マスターコース
　　各コース8回・受講者計35人　修了
者計31人
※各マスターコース修了者21人を新た
に安心安全推進員に委嘱

3,161

　地域の防犯・事故防止、防災活動の
リーダーを育成するため、「鹿児島市
安心安全アカデミー」を開催する。
○防犯・事故防止基礎コース、防災基
礎コース
　　各コース8回・受講者各コース50人
○防犯・事故防止マスターコース、防
災マスターコース
　　各コース8回・受講者各コース20人
※各マスターコース修了者に安心安
全推進員を委嘱する。

3,340 安心安全課
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

ⓔ地域安心安全ネッ
トワーク支援事業

　小学校区ごとに、防犯パトロール隊、
スクールガードなど地域の安全確保の
ために活動している団体で構成される
「地域安心安全ネットワーク会議」の設
置・運営を支援し、団体間の連携や情
報の共有化を促進することにより、効
率的な活動の推進を図った。
　また、照明灯が必要な箇所などの暗
がりチェック、環境診断など、安心安全
なまちづくりに関する調査研究を行う
同会議に対し、補助金を交付した。
　地域安心安全ネットワーク会議補助
54団体
　安心安全なまちづくりに関する調査
研究補助41団体

3,161

　小学校区ごとに、防犯パトロール隊、
スクールガードなど地域の安全確保の
ために活動している団体で構成される
「地域安心安全ネットワーク会議」の設
置・運営を支援し、団体間の連携や情
報の共有化を促進することにより、効
率的な活動の推進を図る。
　また、照明灯が必要な箇所などの暗
がりチェック、環境診断など、安心安全
なまちづくりに関する調査研究を行う
同会議に対し、補助金を交付する。

3,598 安心安全課

ⓕ防犯団体補助事業

　犯罪を抑止し、明るく住みよいまちづ
くりを推進するため、防犯団体等へ補
助金を交付した。
・中央、西、南の各地区防犯団体連合
会
・鹿児島三地区防犯連絡協議会

16,994

　犯罪を抑止し、明るく住みよいまちづ
くりを推進するため、防犯団体等へ補
助金を交付する。
・中央、西、南の各地区防犯団体連合
会
・鹿児島三地区防犯連絡協議会

安心安全課

ⓖ防犯灯補助事業

　夜間における犯罪の防止と市民の通
行の安全を図り、明るく住みよいまち
づくりを推進するため、防犯灯を設置
し維持管理する町内会等に対し、補助
金を交付した。
　設置費補助　377団体
　　　　　　　　145,969,0000円
　電気料補助　819団体
　　　　　　　　119,127,400円

256,097

　夜間における犯罪の防止と市民の通
行の安全を図り、明るく住みよいまち
づくりを推進するため、防犯灯を設置
し維持管理する町内会等に対し、補助
金を交付する。

262,803 安心安全課

ⓗ特設防犯灯設置事
業

　町内会等と町内会等のはざまにおけ
る防犯灯を市で設置し、町内会等に譲
与した。
　　6団体　32灯

2,930
　町内会等と町内会等のはざまにおけ
る防犯灯を市で設置し、町内会等に譲
与する。

3,663 安心安全課

ⓘ都市公園パトロー
ル事業

平成２４年度で、事業終了。
（緊急雇用創出事業終了による。必要
な場合には、他事業にて単発で発
注。）

― ― ― 公園緑化課
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

基本的施策：　(5)　職業生活と家庭生活との両立の推進（緊急雇用創出事業終了による。必要な場合には、他事業にて単発で発注。）

①　市民や事業主への広報・啓発、情報提供

ⓐ労政広報紙発行等
事業

(1)中小企業のひろばに子育て支援等
に関する記事を掲載
年4回　6月号　6,400部
　　　　　9、12月号　各6,300部
　　　　  3月号　6,100部
・6月号：父子家庭にも児童手当を支
給
・9月号：両立支援助成金

（2）労政のしおりに子育て支援等に関
する記事を掲載
年1回　3,000部発行
・子育て支援に係る助成金、育児・介
護休業法、次世代育成支援対策推進
法、にこにこ子育て応援隊

2,610

(1)中小企業のひろばに子育て支援等
に関する記事を掲載
年4回　各6,000部発行

（2）労政のしおりに子育て支援等に関
する記事を掲載
年1回　　3,000部発行

2,910 雇用推進課

ⓑ両立支援セミナー
の実施

両立支援セミナーの実施（年1回）
　受講者数　20人

10,704
（事業全体額）

両立支援セミナーの実施（年1回）
11,113

（事業全体額）
男女共同参画
推進課

ⓒ男女共同参画情報
誌の発行

男女共同参画情報誌「すてっぷ」発行
　年2回（10月、3月）各25,900部

3,708
男女共同参画情報誌「すてっぷ」発行
年2回（10月、3月）各25,900部

4,353
男女共同参画
推進課

ⓓにこにこ子育て応
援隊支援事業（再掲）

（1）－③－ⓘの再掲 同左 （1）－③－ⓘの再掲 同左
子育て支援推
進課

ⓔ（終）お父さん子育
て応援事業

― ― ― ―
子育て支援推
進課

ⓕ（終）あったか家族
推進事業

― ― ― ―
子育て支援推
進課

②　保育サービス等の提供のための基盤整備

ⓐ保育計画に基づく
待機児童解消策の推
進（再掲）

（1）－②－ア－ⓐの再掲 同左 （1）－②－ア－ⓐの再掲 同左 保育課

ⓑ多様な保育サービ
スの推進(再掲）

（1）－②－イの再掲 同左 （1）－②－イの再掲 同左 保育課

ⓒ（拡）放課後児童健
全育成事業(再掲）

（1）－①－イ－ⓐの再掲 同左 （1）－①－イ－ⓐの再掲 同左
子育て支援推
進課

ⓓファミリー・サポー
ト・センター事業(再
掲）

（1）－①－ア－ⓐの再掲 同左 （1）－①－ア－ⓐの再掲 同左
子育て支援推
進課

所管課主な施策
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

基本的施策：　(6)　子どもの安全の確保

①　子どもの交通安全を確保するための活動の推進

ア　交通安全教育の推進

ⓐ安心安全教育指導
員設置事業

　市民の防犯及び交通安全の知識、
技能の普及並びに意識の高揚を図る
ため、安心安全教育指導員を設置し、
学校、幼稚園、保育園、町内会等の要
請により防犯教室及び交通安全教室
を開催した。
　　防犯教室　       234回
　　　　　　　　　受講者数34,112人
　　交通安全教室　289回
　　　　　　　　　受講者数27,855人

10,901

　市民の防犯及び交通安全の知識、
技能の普及並びに意識の高揚を図る
ため、安心安全教育指導員を設置し、
学校、幼稚園、保育園、町内会等の要
請により防犯教室及び交通安全教室
を開催する。

11,031 安心安全課

ⓑ交通安全担当者研
修会

　４月、安全担当者に対して、児童生
徒の交通事故の実態を説明し、交通
安全教育の進め方について研修会を
実施した。
　６月、自動車学校において、自転車
乗車等実技を通した研修会を実施し
た。

56

　４月、安全担当者に対して、児童生
徒の交通事故の実態を説明し、交通
安全教育の進め方について研修会を
実施する。
　５月、警察署交通課から講師を招聘
し、自転車の交通ルールや事故防止
対策等の研修会を実施する。

56 保健体育課

イ　登校・登園時の交通安全の確保

ⓐ児童通学保護員等
設置事業

　児童・園児の登校・登園時における
交通の安全を確保し、児童等の保護
誘導及び通行方法の指導を行うた
め、児童通学保護員を必要な箇所に
配置した。
　　児童通学保護員　199人（平成25年
度末）

42,945

　児童・園児の登校・登園時における
交通の安全を確保し、児童等の保護
誘導及び通行方法の指導を行うた
め、児童通学保護員を必要な箇所に
配置する。

42,106 安心安全課

ウ　チャイルドシートの正しい使用の徹底

ⓐチャイルドシート使
用促進事業

チャイルドシート講習会を開催し、チャ
イルドシートの正しい使用方法の習得
や使用の普及を図った。
　15回開催　　受講者数527人

8,133
(事業全体額)

チャイルドシート講習会を開催し、チャ
イルドシートの正しい使用方法の習得
や使用の普及を図る。

5,464
(事業全体額)

安心安全課

ⓑ広報チラシの配布

　春・秋の全国交通安全運動において
飲酒運転の根絶等の広報チラシを配
布した。
配布枚数　6,000枚

3,440
（鹿児島市交通安全推

進協議会負担金）

　春・秋の全国交通安全運動において
飲酒運転の根絶等の広報チラシを配
布する。
配布枚数　6,000枚

3,440
（鹿児島市交通安全推

進協議会負担金）

安心安全課

エ　自転車の安全利用の推進

ⓐ安心安全教育指導
員設置事業（再掲）

（6）－①－ア－ⓐの再掲 同左 （6）－①－ア－ⓐの再掲 同左 安心安全課

ⓑ交通安全担当者研
修会（再掲）

（6）－①－ア－ⓑの再掲 同左 （6）－①－ア－ⓑの再掲 同左 保健体育課

ⓒ自転車盗難防止・
安全運転キャンペー
ン事業

地域の住民や警察、学校等と協働で
自転車盗難防止・安全運転ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
を実施し、防犯及び交通安全意識の
高揚を図った。
キャンペーン実施　6回

8,133
(事業全体額)

地域の住民や警察、学校等と協働で
自転車盗難防止・安全運転ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
を実施し、防犯及び交通安全意識の
高揚を図る。
キャンペーン実施　3回

3,440
（鹿児島市交通安全推

進協議会負担金）

安心安全課

②　子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進

ⓐ 青 少 年 補 導 セ ン
ター事業（再掲）

（3）－④－ⓐの再掲 同左 （3）－④－ⓐの再掲 同左 青少年課

ⓑ青色回転灯を使用
した児童生徒の安全
パトロール（再掲）

（3）－④－ⓑの再掲 同左 （3）－④－ⓑの再掲 同左 青少年課

ⓒ地域ぐるみの学校
安全体制整備推進事
業
学 校 安 全 ス ク ー ル
ガード事業

　児童生徒の安全確保のために、地
域安全指導員としてスクールガード
リーダーを委嘱・配置し、学校周辺や
通学路等の巡回指導、学校安全ボラ
ンティア団体や学校に必要な指導を行
い、学校の安全体制の充実に努めた。

4,463

　児童生徒の安全確保のために、地
域安全指導員としてスクールガード
リーダーを委嘱・配置し、学校周辺や
通学路等の巡回指導、学校安全ボラ
ンティア団体や学校に必要な指導を行
い、学校の安全体制の充実に努める。

4,428 保健体育課

ⓓ安全指導担当者研
修会

　７月に学校の安全担当者を対象とし
た不審者対応訓練のための研修会を
実施するとともに、関係機関・団体との
連携のもと学校安全対策を推進した。

45

　７月に学校の安全担当者を対象とし
た不審者対応訓練のための研修会を
実施するとともに、関係機関・団体との
連携のもと学校安全対策を推進する。

45 保健体育課

ⓔ防犯団体補助事業
（再掲）

（4）－⑤－ⓕの再掲 同左 （4）－⑤－ⓕの再掲 同左 安心安全課

ⓕ 安 心 安 全 パ ー ト
ナーシップ事業（ 再
掲）

（4）－⑤－ⓑの再掲 同左 （4）－⑤－ⓑの再掲 同左 安心安全課

ⓖ安心安全教育指導
員設置事業（再掲）

（6）－①－ア－ⓐの再掲 同左 （6）－①－ア－ⓐの再掲 同左 安心安全課

主な施策 所管課
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

③　被害に遭った子どもへの支援

ⓐ要保護児童対策地
域協議会(再掲）

（1）－⑧－ⓐの再掲 同左 （1）－⑧－ⓐの再掲 同左 こども福祉課

ⓑスクールカウンセ
ラーの配置
教育相談の充実事業
（再掲）

（3）－②－イ－ⓐの再掲 同左 （3）－②－イ－ⓐの再掲 同左 青少年課

ⓒスクールソーシャ
ルワーカー活用事業
（再掲）

（3）－②－イ－ⓑの再掲 同左 （3）－②－イ－ⓑの再掲 同左 青少年課
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

基本的施策：　(7)　児童虐待対策の推進

①　きめ細やかな相談の実施

ⓐ家庭児童相談員設
置事業

　家庭における児童養育上の諸問題
に対し、児童相談所や児童委員等と
連絡調整を図りながら助言・指導を
行った。
相談件数256件

7,465

　家庭における児童養育上の諸問題
に対し、児童相談所や児童委員等と
連絡調整を図りながら助言・指導を行
う。

7,476
こども福祉課
谷山福祉課

ⓑ育児支援事業(育
児相談）

（1）－①－エ－ⓓの再掲 同左 （1）－①－エ－ⓓの再掲 同左 母子保健課

②　関係機関等との連携

ⓐ要保護児童対策地
域協議会（再掲

（1）－⑧－ⓐの再掲 同左 （1）－⑧－ⓐの再掲 同左 こども福祉課

ⓑ関係機関への研修
　保育園や民生委員の研修会等で、
職員が児童虐待相談業務や対応等に
ついて研修を行った。（20回）

1,763
（事業費全体）

　保育園、幼稚園、小学校等に職員が
訪問し、児童虐待相談業務や対応等
について研修を行う。

1,686
（事業費全体）

こども福祉課

③　児童虐待防止の意識啓発及び通報先の広報

ⓐ児童虐待防止対策
事業

・チラシ・ポスターを関係機関に配付
・街頭キャンペーン　11月1日
・電光掲示板によるスポットＣＭ
・児童虐待に関する講演会・シンポジ
ウムの開催　11月24日
など

1,763
（事業費全体）

児童虐待防止啓発リーフレットを関係
機関に配布するほか、窓口等に設置
し、児童虐待の早期発見、早期対応に
向けた周知啓発を図る。また、11月の
児童虐待防止推進月間に、街頭等で
メッセージ入りの物品等を配布し、児
童虐待防止について周知を図る。

1,686
（事業費全体）

こども福祉課

ⓑ関係機関への研修
(再掲）

（７）－②－ⓑの再掲 同左 （７）－②－ⓑの再掲 同左 こども福祉課

④　育児不安を抱える家庭への支援

ⓐ妊娠期間中からの
育児不安等を抱えた
家庭の把握と支援

（２）－①－エ－ⓒの再掲
（２）－①－ア－ⓐの再掲
　妊産婦健康相談、電話相談等で個
別相談を行う。

同左

（２）－①－エ－ⓒの再掲
（２）－①－ア－ⓐの再掲
　妊産婦健康相談、電話相談等で個
別相談を行う。

同左 母子保健課

ⓑ新生児・妊産婦訪
問指導事業(再掲）

（１）－①－ア－ⓑの再掲 同左 （１）－①－ア－ⓑの再掲 同左 母子保健課

ⓒこんにちは赤ちゃ
ん事業(再掲）

（１）－①－ア－ⓒの再掲 同左 （１）－①－ア－ⓒの再掲 同左 母子保健課

ⓓ育児支援家庭訪問
事業（再掲）

（１）－①－ア－ⓓの再掲 同左 （１）－①－ア－ⓓの再掲 同左 こども福祉課

ⓔ育児支援事業（自
主グループ育成と支
援）(再掲)

（１）－①－エ－ⓑの再掲 同左 （１）－①－エ－ⓑの再掲 同左 母子保健課

ⓕ地域子育て支援セ
ンター事業（再掲）

（１）－①－ウ－ⓔの再掲 同左 （１）－①－ウ－ⓔの再掲 同左
子育て支援推
進課

ⓖ市教育相談室での
相談活動
教育相談の充実事業
（再掲）

（３）－②－イ－ⓐの再掲 同左 （３）－②－イ－ⓐの再掲 同左 青少年課

所管課主な施策
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

基本的施策：　(8)　ひとり親家庭の自立支援の推進

①　きめ細やかな相談の実施

ⓐ母子自立支援員設
置事業

　母子家庭、寡婦の相談に応じ、その
自立に必要な情報提供及び指導、職
業能力の向上及び求職活動に関する
支援を行う。また児童扶養手当受給者
に対して、個別に母子自立支援プログ
ラムを策定して、自立を促進した。
・相談件数　7,202件
・プログラム策定件数　9件

13,715

　母子家庭、寡婦の相談に応じ、その
自立に必要な情報提供及び指導、職
業能力の向上及び求職活動に関する
支援を行う。また児童扶養手当受給者
に対して、個別に母子自立支援プログ
ラムを策定して、自立を促進する。

14,361
こども福祉課
谷山福祉課

ⓑ家庭児童相談員設
置事業（再掲）

（７）－①－ⓐの再掲 同左 （７）－①－ⓐの再掲 同左
こども福祉課
谷山福祉課

ⓒ婦人相談員設置事
業

女性の身上や生活の相談・助言を行
うとともに、夫等からの暴力に関する
相談対応を行い女性保護を図った。
・相談件数　1,635件
　（内、夫からの暴力の相談：181件）

7,641
女性の身上や生活の相談・助言を行
うとともに、夫等からの暴力に関する
相談対応を行い女性保護を図る。

8,117
こども福祉課
谷山福祉課

ⓓ母子・父子家庭等
のしおり作成事業

　　　　　　　　　　　　― ―

　離婚・死別等により母子家庭・父子
家庭となった世帯が新しい人生のス
タートに戸惑うことがないよう、各種行
政サービスに関する情報を掲載した小
冊子を作成する。(3年に1度作成。次
回は29年度)

324 こども福祉課

ⓔ母子家庭等就業支
援講習会事業

　ひとり親家庭等に対し、就業に結び
つく可能性の高い技能、資格を習得す
るための就業支援講習会を実施した。
・講習科目：介護職員初任者研修、パ
ソコン講習
・実施回数：各１回
・受講者数：44人

2,681

　ひとり親家庭等に対し、就業に結び
つく可能性の高い技能、資格を習得す
るための就業支援講習会を実施す
る。
・講習科目：介護職員初任者研修、パ
ソコン講習
・実施回数：各１回
・受講者数：80人

3,066 こども福祉課

②　子育てや生活に関する支援

ⓐ母子・父子家庭等
日常生活支援事業

　ひとり親家庭等の修学等の自立促
進や疾病等の理由により一時的に生
活援助や保育等が必要な世帯に家庭
生活支援員を派遣した。
・委託先：鹿児島市母子寡婦福祉会
・申請件数：5件

104

　母子家庭の母等の修学等の自立促
進や疾病等の理由により一時的に保
育や介護等が必要な世帯に家庭生活
支援員を派遣し、介護等を行う。
・委託先：鹿児島市母子寡婦福祉会

125 こども福祉課

ⓑ母子・父子家庭等
生活支援講習会事業

　ひとり親家庭等に対し、児童のしつ
け・育児又は健康づくりなど各種生活
支援講習会を開催した。
・委託先：鹿児島市母子寡婦福祉会
・講座回数：20回

357

　ひとり親家庭等に対し、児童のしつ
け・育児又は健康づくりなど各種生活
支援講習会を開催する。
・委託先：鹿児島市母子寡婦福祉会
・講座回数：25回

360 こども福祉課

ⓒ保育所の優先入所
鹿児島市保育所入所者選考要綱に定
める優先世帯として、保育所への優先
的な入所を図った。

-
鹿児島市保育所入所者選考要綱に定
める優先世帯として、保育所への優先
的な入所を図る。

- 保育課

ⓓひとり親家庭等の
ファミリー・サポート・
センターの利用支援

ファミリー・サポート・センターでの利用
支援として、早朝、夜間、休日の依頼
に対応した。

11,962
(事業費全体)

　ファミリー・サポート・センターでの利
用支援として、早朝、夜間、休日の依
頼に対応する。

12,358
(事業費全体)

子育て支援推
進課

③　就業に関する支援

ⓐ母子家庭等就業支
援講習会事業（再掲）

（８）－①－ⓔの再掲 同左 （８）－①－ⓔの再掲 同左 こども福祉課

ⓑ母子家庭自立支援
給付金事業

　職業能力の開発のための講座を受
講するひとり親家庭に対して、修了後
に「自立支援教育訓練給付金」を支給
する。
　また、ひとり親家庭の就業に有利な
資格の取得を促進するため「高等技
能訓練促進費」を、修了後に「入学支
援修了一時金」を支給した。
・自立支援教育訓練給付金　7人
・高等技能訓練促進費　63人
・入学支援終了一時金　31人

83,676

　職業能力の開発のための講座を受
講するひとり親家庭に対して、修了後
に「自立支援教育訓練給付金」を支給
する。
　また、ひとり親家庭の就業に有利な
資格の取得を促進するため「高等職
業訓練促進給付金」を、修了後に「入
学支援修了一時金」を支給する。
・自立支援教育訓練給付金　約8人
・高等職業訓練促進給付金　約57人
・入学支援終了一時金　約19人

67,622 こども福祉課

ⓒハローワークとの
連携

　毎週、ハローワークかごしまが発行
する「ほっと求人」及び「パート求人情
報」をこども福祉課の窓口で配布し
た。

0

　毎週、ハローワークかごしまが発行
する「ほっと求人」及び「パート求人情
報」をこども福祉課の窓口で配布す
る。

0 こども福祉課

主な施策 所管課
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

④　養育費の確保

ⓐ母子自立支援員設
置事業（再掲）

（８）－①－ⓐの再掲 同左 （８）－①－ⓐの再掲 同左
こども福祉課
谷山福祉課

ⓑ婦人相談員設置事
業（再掲）

（８）－①－ⓒの再掲 同左 （８）－①－ⓒの再掲 同左
こども福祉課
谷山福祉課

ⓒ母子・父子家庭等
生活支援講習会事業
（再掲）

（８）－②－ⓑの再掲 同左 （８）－②－ⓑの再掲 同左 こども福祉課

⑤　経済的な支援

ⓐ児童扶養手当支給
事業

　ひとり親家庭等の生活の安定と自立
の促進を図るとともに、児童の福祉の
増進に寄与するため手当を支給した。
・受給権者数　7,285人

3,320,566

　ひとり親家庭等の生活の安定と自立
の促進を図るとともに、児童の福祉の
増進に寄与するため手当を支給する。
・受給権者数　約7,300人

3,371,307 こども福祉課

ⓑ市民福祉手当（遺
児等修学手当）支給
事業

　ひとり親家庭等の義務教育中の児
童の保護者に対し、手当を支給し、こ
れらの児童の福祉の増進を図った。
・受給者数　　4,621人
・支給対象児童数　　6,302人

152,377

　ひとり親家庭等の義務教育中の児
童の保護者に対し、手当を支給し、こ
れらの児童の福祉の増進を図る。
・支給対象児童数　約6,242人

151,211
こども福祉課
谷山福祉課

ⓒ母子・父子家庭等
医療費助成事業

ひとり親家庭の保険診療による医療
費の一部を助成した。
・助成件数　　73,532件

339,814
ひとり親家庭の保険診療による医療
費の一部を助成する。
・助成見込み件数　　73,591件

339,018 こども福祉課

ⓓ愛の福祉基金事業

　篤志家からの寄付金を基金として積
み立て、その運用利息等でひとり親家
庭の児童が中学校に入学する際に
「図書ｶｰﾄﾞ」を贈呈しその入学を祝い
励ました。
・贈呈者数　782人
・一人当たり贈呈金額　10,000円

8,311

　篤志家からの寄付金を基金として積
み立て、その運用利息等でひとり親家
庭の児童が中学校に入学する際に
「図書ｶｰﾄﾞ」を贈呈し、その入学を祝い
励ます。
・贈呈者数　750人
・一人当たり贈呈金額　10,000円

9,099 こども福祉課

ⓔ母子寡婦福祉資金
貸付事業

　母子家庭等の経済的自立の助成と
生活意欲の助長を図るため、母子寡
婦福祉資金の貸付を行った。
・貸付予定件数
　母子福祉資金　247件
　寡婦福祉資金　　 4件

101,874

　母子家庭等の経済的自立の助成と
生活意欲の助長を図るため、母子寡
婦福祉資金の貸付を行う。
・貸付予定件数
　母子福祉資金　420件
　寡婦福祉資金　  19件

197,700 こども福祉課

ⓕ母子・父子家庭等
たすけあい資金貸付
事業

鹿児島市母子寡婦福祉会に貸し付け
原資を貸付け、ひとり親家庭等が緊急
一時的に必要とする小口資金の貸付
を行った。
・委託先：鹿児島市母子寡婦福祉会
　（消費貸借契約による）
・生活資金貸付　26件

2,000

　鹿児島市母子寡婦福祉会に貸し付
け原資を貸付け、ひとり親家庭等が緊
急一時的に必要とする小口資金の貸
付を行う。
・委託先：鹿児島市母子寡婦福祉会
（消費貸借契約による）

2,000 こども福祉課
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

基本的施策：　(9)　障害のある子どもへの支援

①　障害の早期発見及び対応の推進

ⓐ就学時健康診断
　１１月中に小学校入学予定者を対象
に就学時健康診断を実施した。

4.176
　１１月中に小学校入学予定者を対象
に就学時健康診断を実施する。

4,235 保健体育課

ⓑ子どもすこやか安
心ねっと事業（再掲）

（２）－②―ア－（ア）－ⓖの再掲 同左 （２）－②―ア－（ア）－ⓖの再掲 同左 母子保健課

ⓒ妊婦健康診査・健
康相談事業(再掲）

（２）－①－ア－ⓐの再掲 同左 （２）－①－ア－ⓐの再掲 同左 母子保健課

ⓓ乳幼児健康診査事
業（再掲）

（２）－①－イ－ⓗの再掲 同左 （２）－①－イ－ⓗの再掲 同左 母子保健課

ⓔ障害児通所等支援
事業

※平成23年度までは
「児童デイサービス」

在宅の障害児に対して、障害児通所
支援事業所や保育所等において、日
常生活における基本動作の指導、集
団生活への適応訓練及び生活能力の
向上のために必要な訓練等の支援を
行う「障害児通所支援」として以下の
サービス利用を支援した。
①児童発達支援
　　延利用者数12,552人
②放課後等デイサービス
　　延利用者数5,961人
③保育所等訪問支援
　　延利用者数145人

1,594,857

在宅の障害児に対して、障害児通所
支援事業所や保育所等において、日
常生活における基本動作の指導、集
団生活への適応訓練及び生活能力の
向上のために必要な訓練等の支援を
行う「障害児通所支援」として以下の
サービス利用を支援する。
①児童発達支援
　　延利用者数（見込）14,828人
②放課後等デイサービス
　　延利用者数（見込）7,230人
③保育所等訪問支援
　　延利用者数（見込118人

2,108,044 障害福祉課

ⓕ児童発達支援事業
専門員加算等補助金
※24年度は児童発達
支援等事業、23年度
は児童デイサービス
支援事業

　児童発達支援事業所に加え、放課
後等デイサービスと児童発達支援セン
ターについて、より質の高い日常生活
訓練や専門的な個別指導を行う事業
所に対して、専門指導員の経費の一
部を助成した。また、看護師等を雇用
し、重症心身障害児を通わせた場合
にその経費の一部を助成した。
事業所数　４１施設

196,291

　児童発達支援事業所、放課後等デ
イサービス、児童発達支援センターに
ついて、より質の高い日常生活訓練や
専門的な個別指導を行う事業所に対
して、専門指導員の経費の一部を助
成する。また、看護師等を雇用し、重
症心身障害児を通わせた場合にその
経費の一部を助成する。
事業所数　５０施設（予算）

229,955 障害福祉課

ⓖことばの発達指導
事業

　ことばの発達上指導の必要のある幼
児の言語の発達を促す指導、保護者
への指導・助言を行った。
延利用者数　787件

7,072

　ことばの発達上指導の必要のある幼
児の言語の発達を促す指導、保護者
への指導・助言を行う。
延利用者数　787件（見込）

7,072 障害福祉課

ⓗ鹿児島市障害者基
幹相談支援センター
事業

　身体障害、知的障害、精神障害、発
達障害を対象とした総合的な相談業
務のワンストップ化を図り、障害者虐
待防止センターの役割も備えた基幹
相談支援センターを運営した。

27,425

　身体障害、知的障害、精神障害、発
達障害を対象とした総合的な相談業
務のワンストップ化を図り、障害者虐
待防止センターの役割も備えた基幹
相談支援センターを運営する。

27,545 障害福祉課

②　障害のある乳幼児への保育の推進

ⓐ私立保育所補助事
業（再掲）

（１）－②－イ－ⓓの再掲 同左 （１）－②－イ－ⓓの再掲 同左 保育課

ⓑ私立幼稚園障害児
教育補助事業

　障害児が在園する私立幼稚園で県
の助成対象になっていない園（１人在
園）に助成した。
補助対象園13園

5,096

　障害児が在園する私立幼稚園で県
の助成対象になっていない園（１人在
園）に助成する。
補助対象園11園

4,312 保育課

ⓒ保育所、幼稚園で
の幼児保育（教育）相
談（再掲）

（１）－②－イ－ⓗの再掲 同左 （１）－②－イ－ⓗの再掲 同左 学校教育課

③　障害のある児童生徒への教育の推進

ⓐ就学指導奨励事業 － － － － 学校教育課

ⓑ特別支援教育の推
進

－ － － － 学校教育課

ⓒ就学指導等推進事
業（ⓐ及びⓑを統合）

市就学教育相談で、４０１人の相談を
実施し、市障害児就学指導委員会に
おいては、５７７人の望ましい就学先に
ついての判断を行った。小・中学校の
交流教育の推進指定校１７校、独自交
流校１４校の計３１校が、特別支援学
校と交流した。合同宿泊学習では、４０
８人の児童生徒が参加し、相互の交
流を深めるとともに、学習の成果を発
揮することができた。中学校特別支援
学級担当者等進路指導研修会では、
適切な進路選択について理解を図っ
た。

6,202

　障害のある幼児、児童生徒に適切な
教育を行うために、専門家の意見を聴
き適切な教育措置をする。また、交流
及び共同学習や合同宿泊学習等をと
おして、特別支援教育の推進を図る。
（市障害児就学指導委員会の開催、
障害のある幼児、児童生徒の就学に
関する教育相談会の実施、ことばの検
査の実施、特別支援学級合同宿泊学
習の実施、進路指導研修会の実施
等）

7,219 学校教育課

ⓓ特別支援教育体制
推進事業

　特別支援教育支援員５０人を幼稚
園、小・中学校、高等学校に配置し、
障害等のある幼児児童生徒の支援を
行うことができた。
　特別支援連携協議会を、年２回開催
し、相談支援ファイルを活用した事例
等についても協議することができた。
　相談支援ファイルを特別支援学級在
籍児童生徒全員に配布し、移行期の
支援が円滑に進んできている。

100,115

  障害のある幼児、児童生徒の個々の
ニーズに応じた適切な指導が受けられ
るように、特別支援教育体制の更なる
充実を図るとともに、移行期の連携が
更に円滑に行われるようにする。
（特別支援教育支援員の配置、相談
支援ファイルの活用、特別支援学校教
諭による幼稚園、小・中・高等学校へ
の巡回相談の実施、市特別支援連携
協議会の開催など）

161,215 学校教育課

主な施策 所管課
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

④　障害のある子どもの生活の支援と社会参加の促進

ⓐ補装具費支給事業

　身体障害者（児）の身体機能を補う
ための補装具を購入・修理するための
費用を支給することにより、日常生活
や社会生活の向上を図った。
（18歳以上の者を含む。）
　交付・修理　1,877件

177219
（事業全体額）

　身体障害者（児）の身体機能を補う
ための補装具を購入・修理するための
費用を支給することにより、日常生活
や社会生活の向上を図る。
（18歳以上の者を含む。）
　交付・修理　2,143件（見込）

223444
（事業全体額）

障害福祉課

（新）難聴児補聴器購
入助成事業

発語やコミュニケーション能力の発達
を図るとともに、教育上必要な聴力の
確保を図るため、身体障害者手帳の
交付対象とならない18歳未満の軽度・
中等度の難聴児に対し、補聴器購入
に係る費用を助成した。
交付・修理　22件

788

発語やコミュニケーション能力の発達
を図るとともに、教育上必要な聴力の
確保を図るため、身体障害者手帳の
交付対象とならない18歳未満の軽度・
中等度の難聴児に対し、補聴器購入
に係る費用を助成する。
交付・修理　30件（見込み）

765 障害福祉課

ⓑ日常生活用具給付
事業

　在宅の重度障害者（児）に対し、日常
生活用具を給付することにより、日常
生活の便宜を図った。（18歳以上の者
を含む。）
給付件数　10,816件

108,628
（事業全体額）

　在宅の重度障害者（児）に対し、日常
生活用具を給付することにより、日常
生活の便宜を図る。（18歳以上の者を
含む。）
給付件数　13,887件（見込）

139,878
（事業全体額）

障害福祉課

ⓒ重度心 身障 害者
（児）紙おむつ等助成
事業

　重度心身障害者（児）に対し、在宅又
は病院等において使用する紙おむつ
等の購入費の助成をし、世帯の経済
的負担の軽減を図った。（18歳以上の
者を含む。）
支給件数　985件

11,002
（事業全体額）

　重度心身障害者（児）に対し、在宅又
は病院等において使用する紙おむつ
等の購入費の助成をし、世帯の経済
的負担の軽減を図る。（18歳以上の者
を含む。）
支給件数　1,015件（見込）

11229
（事業全体額）

障害福祉課

ⓓ障害福祉サービス
給付事業（居宅介護・
短期入所）

　障害児の属する家庭に対し、ホーム
ヘルパーを派遣し、障害児の健全で安
らかな日常生活の安定を図った。
（18歳以上の者を含む。）
延利用者数　7,486人
　障害児の保護者が疾病等のため在
宅における介護が困難となった場合、
一時的に入所させることにより、在宅
の障害児及びその介護者の福祉の向
上を図った。
（18歳以上の者を含む。）
延利用者数　2,979人

796,179

　障害児の属する家庭に対し、ホーム
ヘルパーを派遣し、障害児の健全で安
らかな日常生活の安定を図る。
（18歳以上の者を含む。）
延利用者数　8,200人（見込）
　障害児の保護者が疾病等のため在
宅における介護が困難となった場合、
一時的に入所させることにより、在宅
の障害児及びその介護者の福祉の向
上を図る。
（18歳以上の者を含む。）
延利用者数　3,060人（見込）

896,325 障害福祉課

ⓔ（終）障害児学童保
育支援事業

― ― ― ― 障害福祉課

ⓕ放課後児童健全育
成事業（再掲）

（1）－①－イ－ⓐの再掲 同左 （1）－①－イ－ⓐの再掲 同左
子育て支援推
進課
谷山福祉課

ⓖ友愛パス交付事業

　障害者（児）に市電・バスの無料パス
券を交付することにより、福祉の向上
を図った。(18才以上の者を含む。)
交付者数　16,251人

303629
（事業全体額）

　障害者（児）に市電・バスの無料パス
券を交付することにより、福祉の向上
を図る。(18才以上の者を含む。)
交付者数　17,070人（見込）

333779
（事業全体額）

障害福祉課

ⓗ友愛タクシー券交
付事業

　重度障害者(児)がタクシーを利用す
る場合に、その運賃の一部を補助する
ことにより、重度障害者の福祉の向上
を図った。(18歳以上の者を含む。)
　交付者数　9,672人

86397
（事業全体額）

　重度障害者(児)がタクシーを利用す
る場合に、その運賃の一部を補助する
ことにより、重度障害者の福祉の向上
を図る。(18歳以上の者を含む。)
　交付者数　10,180人（見込）

86839
（事業全体額）

障害福祉課

⑤　経済的な支援

ⓐ特別児童扶養手当
支給事業

　精神または身体に障害を有する児
童を監護する者に手当を支給し、これ
らの者の福祉の増進を図った。
　（認定、支給事務は県）

667

　精神または身体に障害を有する児
童を監護する者に手当を支給し、これ
らの者の福祉の増進を図る。
　（認定、支給事務は県）

796
こども福祉課
谷山福祉課

ⓑ障害児福祉手当支
給事業

　20歳未満の重度障害児に障害児福
祉手当を支給することにより、これら重
度障害児の福祉の増進を図った。
　支給延件数4,552件

64,852

　20歳未満の重度障害児に障害児福
祉手当を支給することにより、これら重
度障害児の福祉の増進を図る。
　支給延件数4,555件（見込）

64,894 障害福祉課

ⓒ市民福祉手当（重
度障害児手当）支給
事業

　20歳未満の重度障害児に市民福祉
手当を支給することにより、その福祉
の増進を図った。
　支給件数　421件

10,104

　20歳未満の重度障害児に市民福祉
手当を支給することにより、その福祉
の増進を図る。
　支給件数　413件（見込）

9,912 障害福祉課

ⓓ重度心身障害者等
医療費助成事業

　重度心身障害者（児）及び合併障害
者に対し、医療費を助成することによ
りこれらの者の保健の向上と福祉の
増進を図った。（身障・知障18歳以上
を含む。）
　助成件数311,376件

1,692,819
（事業全体額）

　重度心身障害者（児）及び合併障害
者に対し、医療費を助成することによ
りこれらの者の保健の向上と福祉の
増進を図る。（身障・知障18歳以上を
含む。）
　助成件数309,084件（見込）

1,696,692
（事業全体額）

障害福祉課
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

基本的施策：　(10)　配偶者等からの暴力に対する対策の推進

①　きめ細やかな相談の実施

ⓐ婦人相談員設置事
業（再掲）

（８）－①－ⓒの再掲 同左 （８）－①－ⓒの再掲 同左
こども福祉課
谷山福祉課

ⓑ配偶者暴力相談支
援センターの運営

鹿児島市配偶者暴力相談支援セン
ターを開設

761
鹿児島市配偶者暴力相談支援セン
ター業務の実施

110
男女共同参画
推進課

ⓒ鹿児島市ＤＶ防止
対策委員会の開催

鹿児島市ＤＶ防止対策委員会の開催
（年3回）
①平成25年8月16日
　出席者数14人
②平成25年10月22日
　出席者数15人
③平成26年2月21日
　出席者数15人

111
鹿児島市ＤＶ防止対策委員会の開催
（年5回※開催予備1回含む）

258
男女共同参画
推進課

ⓓサンエールかごし
ま相談室の運営

総合相談・法律相談の実施
　総合相談　受付件数　2,500件
　法律相談　受付人数　123人

10,704
（事業全体額）

総合相談・法律相談の実施
11,113

（事業全体額）
男女共同参画
推進課

ⓔ関係機関相談員研
修会の開催

関係機関相談員研修会の開催
　出席者数　70人

116 関係機関相談員研修会の開催 53
男女共同参画
推進課

ⓕＤＶ防止庁内連絡
会議の開催

ＤＶ防止庁内連絡会の開催（年4回）
①平成25年5月15日
　出席者数61人
②平成25年8月9日
　出席者数26人
③平成25年11月22日
　出席者数47人
④平成26年3月18日
　出席者数28人

5 ＤＶ防止庁内連絡会議の開催（年3回） 67
男女共同参画
推進課

ⓖ男女共同参画情報
誌の発行（再掲）

（５）－①－ⓒの再掲 同左 （５）－①－ⓒの再掲 同左
男女共同参画
推進課

②　緊急一時保護の実施及び自立への支援

ⓐ 県 女 性 相 談 セ ン
ターとの連携による
一時保護の実施

県女性相談センターと連携し、配偶者
等から暴力を受けている女性を一時
的に保護した。

0
県女性相談センターと連携し、配偶者
等から暴力を受けている女性を一時
的に保護する。

0
こども福祉課
谷山福祉課

ⓑ母子保護の実施

配偶者のいない女子又はこれに準ず
る事情にある女子と監護している児童
の母子生活支援施設へ入所させ、母
子保護を図った。

69,392

配偶者のいない女子又はこれに準ず
る事情にある女子と監護している児童
の母子生活支援施設へ入所させ、母
子保護を図る。

92,129
こども福祉課
谷山福祉課

ⓒ母子生活支援施設
での自立支援（社会
復帰促進）事業

施設を退所し、社会復帰した者を施設
に招き、入所児童等との交流活動を
行った。
・実施回数　60回

0

施設を退所し、社会復帰した者を施設
に招き、入所児童等との交流活動を行
う。
・実施予定回数　60回

0
こども福祉課
谷山福祉課

ⓓ子育て短期支援事
業（再掲）

（１）－①－イ－ⓒの再掲 同左 （１）－①－イ－ⓒの再掲 同左
子育て支援推
進課
谷山福祉課

所管課主な施策

32



２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

基本的施策：　(11)　子育てに対する経済的支援

①　保育料等の軽減

ⓐ保育料の軽減（保
育所）

国の基準を軽減して保育料を決定し、
子育てに対する経済的支援を行った。

-
国の基準を軽減して保育料を決定し、
子育てに対する経済的支援を行う。

- 保育課

ⓑ幼稚園就園奨励費
補助事業（再掲）

（３）－②－オ－ⓒの再掲 同左 （３）－②－オ－ⓒの再掲 同左 保育課

ⓒ多子世帯保育料等
軽減事業（再掲）

（３）－②－オ－ⓓの再掲 同左 （３）－②－オ－ⓓの再掲 同左 保育課

ⓓ多子世帯保育料等
軽減事業（保育所関
係）

第３子以降の子どもを保育所に入所さ
せている多子世帯の経済的な負担を
軽減するため、保育料の軽減を行っ
た。
　補助対象者　1,167人

55,359

　第３子以降の子どもを保育所に入所
させている多子世帯の経済的な負担
を軽減するため、保育料の軽減を行
う。
　補助対象者　1,143人

57,237 保育課

ⓔ認可外保育施設保
育料助成事業

　認可外保育施設に入所している保育
に欠ける児童の保護者の経済的負担
を軽減するため、保育料の一部を軽
減を行った。
　補助対象者　年間延べ2,161人
　認定児童数　289人

14,645

　認可外保育施設に入所している保育
に欠ける児童の保護者の経済的負担
を軽減するため、保育料の一部を軽
減する。
　補助対象者　年間延べ4,741人

37,548 保育課

②　保育所及び幼稚園への助成

保育材料等補助金
　多様な保育サービスを提供するなか
で、質の高い保育内容を確保するため
に必要な保育材料にかかる経費を補
助を行った。
　補助対象保育所：100か所

51,945

保育材料等補助金
　多様な保育サービスを提供するなか
で、質の高い保育内容を確保するため
に必要な保育材料にかかる経費を補
助する。
　補助対象保育所：103か所

54,102 保育課

冷房設備電力料金等補助金
　夏場の乳幼児の健康を保持するた
め、冷房設備電力料金を補助を行っ
た。
　補助対象保育所：100か所

6,315

冷房設備電力料金等補助金
　夏場の乳幼児の健康を保持するた
め、冷房設備電力料金を補助する。
　補助対象保育所：103か所

6,551 保育課

（３）－②－イ－ⓖの再掲 同左 （３）－②－イ－ⓖの再掲 同左 保育課

非常勤保育士雇用等補助金
　多様化する保育に対応できる質の高
い保育士を確保し、保育内容のより一
層の質的向上と保育運営の円滑化を
図るため、これに要する経費を補助を
行った。
　補助対象保育所：94か所

54,148

非常勤保育士雇用等補助金
　多様化する保育に対応できる質の高
い保育士を確保し、保育内容のより一
層の質的向上と保育運営の円滑化を
図るため、これに要する経費を補助す
る。
　補助対象保育所：95か所

56,240 保育課

週休二日制実施補助金
　正規の週休代替保育士を雇用した
場合に、これに要する経費を補助を
行った。
　補助対象保育所：57か所

90,459

週休二日制実施補助金
　正規の週休代替保育士を雇用した
場合に、これに要する経費を補助す
る。
　補助対象保育所：60か所

97,560 保育課

障害児保育補助金
（１）－②－イ－ⓓの再掲

28,508
障害児保育補助金
（１）－②－イ－ⓓの再掲

27,358 保育課

軽度障害児保育補助金
（１）－②－イ－ⓓの再掲

24,716
軽度障害児保育補助金
（１）－②－イ－ⓓの再掲

25,086 保育課

障害児保育円滑化事業補助金
（１）－②－イ－ⓓの再掲

4,462
障害児保育円滑化事業補助金
（１）－②－イ－ⓓの再掲

5,355 保育課

療育支援児保育補助金
（１）－②－イ－ⓓの再掲

23,685
療育支援児保育補助金
（１）－②－イ－ⓓの再掲

23,791 保育課

幼児保育相談補助金
（１）－②－イ－ⓗの再掲

5,236
幼児保育相談補助金
（１）－②－イ－ⓗの再掲

6,030 保育課

保育園研修費補助金
（１）－②－ウ－ⓓの再掲

2,176
保育園研修費補助金
（１）－②－ウ－ⓓの再掲

2,309 保育課

ⓑ私立幼稚園協会に
対する助成（再掲）

（３）－②－オ－ⓐの再掲 同左 （３）－②－オ－ⓐの再掲 同左 保育課

所管課

ⓐ私立保育所補助事
業(再掲）

主な施策
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２５年度 ２６年度
決算額(千円) 予算額(千円)

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施計画 所管課主な施策

ⓒ幼稚園２歳児預か
り保育運営費補助事
業

２歳児の預かり保育を実施している私
立幼稚園に対し、児童の保育に必要
な保育材料等の購入経費の一部を補
助した。
　補助対象園：42か所

8,038

児童の健全な心身の発達に寄与する
とともに幼稚園での２歳児受入の拡大
を図るため、２歳児の預かり保育を実
施している私立幼稚園に対し、児童の
保育に必要な保育材料等の購入経費
の一部を補助する。
　補助対象園：49か所

11,730 保育課

ⓓ保育士等処遇改善
臨時特例補助事業

　保育士の人材確保対策を推進する
一環として、保育士等の処遇改善に取
り組む保育所へ助成を行った。
　補助対象園：79か所

157,811

　保育士の人材確保対策を推進する
一環として、保育士等の処遇改善に取
り組む保育所へ助成を行う。
　補助対象園：103か所

219,176 保育課

③　各種手当の支給

ⓐ児童手当支給事業

　家庭等における生活の安定に寄与
するとともに、次代の社会を担う児童
の健やかな成長を支援するため、中
学校修了前までの児童を対象に児童
手当を支給した。
・延児童数  928,088人

10,254,745

　家庭等における生活の安定に寄与
するとともに、次代の社会を担う児童
の健やかな成長を支援するため、中
学校修了前までの児童を対象に児童
手当を支給する。
・延児童数見込み　937,621人

10,327,280 こども福祉課

ⓑ子ども手当支給事
業

　次代の社会を担う子どもの健やかな
育ちを支援するため、中学校修了前ま
での子どもを対象に子ども手当を支給
した。
 (25年度については、養育状況等の確
認ができたため、支給差し止めとなっ
ていた子ども手当を支給した。）

・延児童数  39人

448 24年度から児童手当に制度移行 － こども福祉課

ⓒ児童扶養手当支給
事業（再掲）

（８）－⑤－ⓐの再掲 同左 （８）－⑤－ⓐの再掲 同左 こども福祉課

ⓓ市民福祉手当（遺
児等修学手当）支給
事業（再掲）

（８）－⑤－ⓑの再掲 同左 （８）－⑤－ⓑの再掲 同左
こども福祉課
谷山福祉課

ⓔ市民福祉手当（重
度障害児手当）支給
事業（再掲）

（９）－⑤－ⓒの再掲 同左 （９）－⑤－ⓒの再掲 同左 障害福祉課

ⓕ特別児童扶養手当
支給事業（再掲）

（９）－⑤－ⓐの再掲 同左 （９）－⑤－ⓐの再掲 同左 こども福祉課

ⓖ障害児福祉手当支
給事業（再掲）

（９）－⑤－ⓑの再掲 同左 （９）－⑤－ⓑの再掲 同左 障害福祉課

④　乳幼児等の医療費助成

ⓐ（拡）乳幼児医療費
助成事業（再掲）

（２）－⑤－ア－(イ)－ⓐの再掲 同左 （２）－⑤－ア－(イ)－ⓐの再掲 同左 こども福祉課

ⓑ母子・父子家庭等
医療費助成事業（再
掲）

（８）－⑤－ⓒの再掲 同左 （８）－⑤－ⓒの再掲 同左 こども福祉課

ⓒ重度心身障害者等
医療費助成事業（再
掲）

（９）－⑤－ⓓの再掲 同左 （９）－⑤－ⓓの再掲 同左 障害福祉課

ⓓ未熟児養育医療事
業（再掲）

（２）－⑤－ア－(イ)－ⓑの再掲 同左 （２）－⑤－ア－(イ)－ⓑの再掲 同左 母子保健課

ⓔ自立支 援医 療費
（育成）支給事業（再
掲）

（２）－⑤－ア－(イ)－ⓒの再掲 同左 （２）－⑤－ア－(イ)－ⓒの再掲 同左 母子保健課

ⓕ小児慢性特定疾患
治療研究事業（再掲）

（２）－⑥―イの再掲 同左 （２）－⑥―イの再掲 同左 母子保健課

⑤　学校教育における助成

ⓐ就学援助

　経済的理由により就学困難と認めら
れる児童生徒の保護者に対し、学用
品費等の援助を行った。
対象児童生徒数　12,514人

911,057

　経済的理由により就学困難と認めら
れる児童生徒の保護者に対し、学用
品費等の援助を行う。
対象児童生徒数　12,793人

967,217
教育委員会総
務課

ⓑ特別支援教育就学
奨励費

　特別支援学級へ就学する児童生徒
の保護者の経済的負担を軽減するた
め、その負担能力の程度に応じ、学用
品費等の援助を行った。
対象児童生徒数　311人

9,190

　特別支援学級へ就学する児童生徒
の保護者の経済的負担を軽減するた
め、その負担能力の程度に応じ、学用
品費等の援助を行う。
対象児童生徒数　320人

11,483
教育委員会総
務課

ⓒ遠距離通学費補助
事業

　遠距離を理由に、校区内の小・中学
校に公共交通機関等を利用して通学
する児童生徒の保護者の経済的な負
担の軽減を図るため、交通費の補助
を行った。
対象児童生徒数　166人

6,460

　遠距離を理由に、校区内の小・中学
校に公共交通機関等を利用して通学
する児童生徒の保護者の経済的な負
担の軽減を図るため、交通費の補助
を行う。
対象児童生徒数  164人

6,611
教育委員会総
務課
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ⓓ安心安全通学費補
助事業

　交通安全を理由に、校区内の小・中
学校に公共交通機関等を利用して通
学する児童生徒の保護者の経済的な
負担の軽減を図るため、交通費の一
部を補助した。
対象児童生徒数　353人

5,195

　交通安全を理由に、校区内の小・中
学校に公共交通機関等を利用して通
学する児童生徒の保護者の経済的な
負担の軽減を図るため、交通費の一
部を補助する。
対象児童生徒数  348人

5,040
教育委員会総
務課

ⓔ通級指導教室保護
者交通費助成事業

　通級指導教室へ通級する児童生徒
に付き添う保護者の交通費の一部を
助成した。
対象児童生徒数　161人

317

　通級指導教室へ通級する児童生徒
に付き添う保護者の交通費の一部を
助成する。
対象児童生徒数  160人

575
教育委員会総
務課

ⓕ奨学資金貸付制度

高等学校等の生徒を対象に奨学金の
貸与を、高等学校等に入学する者の
保護者に入学一時金の貸与を行なっ
た。現在基金制度（基金300,000千円）
で運営しており、25年度は23,748,000
円を貸与した。

23,748

高等学校等の生徒を対象に奨学金の
貸与を、高等学校等に入学する者の
保護者に入学一時金の貸与を行なう。
現在基金制度（基金300,000千円）で
運営しており、年間貸与限度額は
50,000千円である。

50,000
教育委員会総
務課

ⓖ私立高等学校補助
金

　市内に所在する私立高等学校の教
職員の研修又は教材等充実のため助
成した。（私立高等学校９校）

20,652
　市内に所在する私立高等学校の教
職員の研修又は教材等充実のため助
成する。（私立高等学校９校）

21,212 総務部総務課

35


